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☆ 要 約 

 

1 概 要 

1.1 背景 

【外務省 対ネパール国 事業展開計画】 

 ネパール連邦民主共和国（以下、「ネ」国と称する）では、「後発開発途上国からの脱却を目

指した持続的かつ均衡のとれた経済成長への支援」を基本方針とし、「持続可能で均衡のと

れた経済成長のための社会環境・基盤整備」を目標に掲げている。都市環境に関しては、特

に首都圏近郊や地方主要都市において、人口流入により急速に都市環境が悪化しており、と

りわけ住民への給水サービス状況は年々悪化している。また、浄水施設の維持管理問題、水

質管理体制の問題から飲料水質基準を満たす安全な水を供給することができないことがあり、

不衛生な水による下痢などの水因性疾患が乳幼児死亡原因の高い割合を占めている状態で

ある（出典：Drinking water problems in Nepal）。このような状況の中で上下水道事業の強化が

緊急の課題となっている。 

【基礎的社会インフラ整備としての上下水道事業】 

 上述のとおり、行政・産業・社会・経済活動の中心であるカトマンズ盆地において、水需給

のギャップは深刻であり、「ネ」国の持続可能で均衡のとれた経済成長のボトルネックとなって

いる。 

カトマンズ盆地内の給水を担うカトマンズ盆地水道会社 (KUKL: Kathmandu Upatayka 

Khanepani Limited)は、乏しい水源から得た浄水を給水区域内の需要者に配分するため、地

区ごとに給水日と給水時間を限定することで間欠的に給水しており、一週間に数時間程度し

か水道が使用できない地区も多い。 

水が供給される時間帯には、多くの需要者がより多くの水を確保するために、自家用ポンプ

で水道水を汲み上げ貯水槽に溜めているが、これは、水圧の不足、特に高台では負圧を生じ

させる等、ポンプや貯水槽を持たない貧困層の水道水へのアクセスを妨げるとともに、水道管

内への汚染物質混入の原因となっている。 

1.2 概要 

本件は、KUKLより検討要請のあったバクタプール市（Bhaktapur Municipality）における上

水道整備プロジェクトについて、ODA案件化も視野に、実地調査により現状の詳細を把握し、

最も効果のあるプロジェクトとなるようKUKLを指導したもの。 

対象となるバクタプール市は、カトマンズ首都圏を構成する自治体の一つで、首都カトマン

ズから東に12km、カトマンズ盆地の東端にある古代ネワール人の都市である。また、世界文化

遺産を有する観光都市でもあり、「ネ」国の外貨獲得においても重要な都市である。 

同市では、人口増加や水源の不足に苦慮しており、ネパール側関係機関も本件プロジェク

トの実施を強く望んでいる。 
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2. 対象国の給水事業・問題点 

 

2.1 水道分野の現状(国レベル) 

「ネ」国は、人口2,649万人(2011年 人口センサス)、面積14.7万km
2、中華人民共和国、イン

ドの2国と国境を接するアジアの国であり、1 人当たりGNI が約730US ドル(2013年度、世界

銀行)とアジアにおける最貧国のひとつである。 

「ネ」国政府は国民の生活環境の改善と貧困者救済を重要施策の一つに掲げ、上下水道

の整備に力を入れており、上水道分野において安全な水の安定供給をめざすとともに、貧困

者に対する給水サービスの向上を目標としている。 

ミレニアム開発目標の「環境の持続可能性の確保」のなかの 1 ターゲットとして「2015年まで

に、安全な飲料水と基礎的な衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する。」が

ある。「ネ」国において当該目標の達成は、難しい状況である。 

日本は、これまで無償資金協力を中心にカトマンズ盆地内及び国内主要地方都市におい

て数多くの上水道施設・浄水場の改善・新設を支援してきたほか、水道政策アドバイザー派遣

を実施してきた。JICA 資料によれば、『浄水場の処理能力としては、2009 年時点で、カトマン

ズ盆地内の約 52％が、日本の支援した施設によるもの』とされている。また有償資金協力とし

て 2000年度末にE/N署名された「メラムチ給水事業(Melamchi Water Supply Project)」は、カト

マンズ盆地外北東に位置するメラムチ川から新たに取水し、カトマンズ市内に送水するプロジ

ェクトである。有償資金協力は、このうちの浄水場・アクセス道路を建設するための資金を供与

するものであり、導水トンネル工事は、アジア開発銀行（ADB: Asian Development Bank）の支

援コンポーネントによるものである。2007 年に完了する予定であった第 1 期（フェーズ１）トンネ

ル工事は未だ施工中であり、トンネルをそれぞれ 10km延伸する第 2 期（フェーズ２）、第 3 期

事業（フェーズ３）の実現可能性も不透明である。また、予想を上回る人口増加もあり、第 3 期

事業（フェーズ３）まで完了したとしても水が不足することが懸念されている。 

国全体としてのミレニアム開発目標の達成は容易ではない状況にあるが、引き続き取り組み

が継続されていく予定である。なお、今回提案されたプロジェクトも、目標達成の一助となるも

のである。 

 

2. 2 水道事業における問題点 (国レベル) 

 「ネ」国内での基本レベル（最低限必要な給水レベル）以上の水道普及率は全国で83.59% 

(2014年)であり、2010年の80.4%からさほど大きく伸びていない。また、高レベル（良好な水質）

の水道普及率は15.3%としている。一方、下水道（衛生的恒久的トイレ施設の使用）普及率は

全国で70.28%（2014年）であり、2010年の43.3%から大きく伸びている。 

 しかし、上水道施設は適切な運転維持管理がなされておらず、故障や老朽化が進んでいる。

給水時間も間欠給水であり、水道管に汚染水が浸入する可能性が高く、水質汚染のリスクも

高いといえる。また、水道施設の運転維持管理・運営を行っている関係機関も責任・役割分担
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が不明確であり、適正な予算・人員配置の欠如、財政計画の不在などにより人員、予算が不

足している。 

 

2.3 バクタプール市の水道事業の現状 

バクタプール市の水道事業の現状を以下に述べる。 

 

1) 上水道施設全般の概要 

バクタプール市の人口は81,748人（2011年人口センサス）で、給水人口は観光・外国人など

の流動人口を含めると約92,680人（調査団算定）である。給水栓数は10,049栓（KUKL資料）と

なっている。バクタプール市の面積は6.884km
2（KUKL資料）で、うちバンスバリ(Bansbari)浄水

場が配水する区域は、約4.98km
2（調査団算定）である。図2.1にカトマンズ盆地の地図とバクタ

プール市の位置を示す。 

 また、図2.2にバクタプール市の配水区域を示す。赤色で示す東側区域がバンスバリ浄水場

から配水される給水区域である。一方、西側区域はマノハラ(Manohara)浄水場（2004年建設）

からボーデ(Bode)配水池を経由して給水を受けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1 カトマンズ盆地とバクタプール市の位置 

 

 

バンスバリ配水区域 

カトマンズ盆地 
取水施設 

バンスバリ浄水場 

バクタプール市 Manohara浄水場 

Bode配水池 
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図2.2 バクタプール市の上水道施設と配水区域 

2) 水源及び導水の状況 

 バクタプール市のバンスバリ配水区の水源はマハデブ川であり、ここに取水堰を設けて 2本

の導水管（延長 各々約 3,118m）が布設してある。1本は口径 100mmの鋳鉄管で布設年は

1896年と 119年経過している古い管である。もう１つの導水管は、口径 200mmの鋳鉄管、

1971年（建設後 44年経過）に建設されている。 

 導水は自然流下方式で取水と浄水場の高低差は、途中起伏があるものの約 56mである。 

 

3) 浄水の状況 

バンスバリ浄水場（既設）の能力は、4,000m
3
/日である。浄水フローはフロック形成池にて

フロックを成長させ、横流式沈殿池により沈殿処理を行い、急速ろ過を行っている。その後、

浄水池兼配水池で塩素を注入し配水している。なお、急速ろ過の洗浄排水や沈殿排泥の処

理施設はない。図2.3に現状の処理フローを示す。 

 

 

図2.3 バンスバリ浄水場の浄水フロー（既設） 

 バンスバリ浄水場は1975年に建設され、2015年で建設後40年を迎える。また、塩素注入施

設も故障しており、配水池流入部に仮設の注入設備を設け、塩素を注入している。土木施

設の耐用年数を50年と考えると、改築更新も計画する段階にある。停電時間が長いにもかか

わらず自家発電機を設けておらず、急速ろ過池の逆洗浄が常時行えないという運転維持管

理上の問題もある。 

 なお、浄水場内にも井戸が建設されているが、取水能力は約500m
3
/日と少なく、停電時は

バンスバリ配水区域 

バンスバリ浄水場 

マハデブ川取水施設 

フロック形成池 取水施設 横流式沈殿池 急速ろ過池 浄水池兼配水池 

塩素 

配水 
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稼働できず、地中のシルトも取り込むことから、水源としては補助的なものとなる。 

 

4) 送・配水の状況 

 バンスバリ浄水場からバクタプール市内へは、場内の浄水池兼配水池より配水されている。

途中、配水池または高架水槽はなく、自然流下での配水となっている。既設配水管は、口径

50 - 200mm、総延長50km、布設年次は古い管で1984年である。（市街地までの送水管相当

部分は除外） 

 

 また、バンスバリ浄水場からの配水量は、場内配水池の記録から平均2,897m
3
/日、最大

5,760m
3
/日、最小136m

3
/日（データ期間：2013年10月～2015年1月）であった。導水管の口径

（100mm, 200mm）の導水能力を試算すると約4,000m
3
/日であり、月平均の配水量は少ないと

いえる。 

 

2.4 飲料水供給における問題点 

バクタプール市における給水状況は、間欠給水であり、市内を 3 ブロックに分け、乾季は、

それぞれのブロックに概ね 3 日に 1 度 1～3 時間程度給水している。調査団の試算によると、

バクタプール市の一日最大水需要量は 2012 年で 13,400m
3
/日であるが、図 2.4 に示すとおり

給水量は乾季で 1,000m
3
/日前後であり、需要量に対して 12,000m

3
/日不足している。 

市民は、水道水の不足分をタンカー給水や井戸水で補っているが、タンカー給水の使用料

は NRs 343～399/m
3と水道水に比べ高価（ちなみに水道料金は、家庭用（口径 1/2 インチ）が

NRs 32/m
3、その他（口径 3/4 インチ以上）が NRs 71/m

3 である。出典：KUKL 6
th
 

ANNIVERSARY REPORT）であり、井戸も乾季には水量が不足し、水質も悪化する等、飲料

水の確保に苦慮していることが伺える。また、KUKL では水供給能力が不足しているため、新

規の給水栓接続を中止している。 

なお、今回調査による水質試験では、バンスバリ浄水場の浄水水質は「ネ」国の飲料水水

質基準に適合していたが、今後は、水源水質の濁度が上昇し、水系感染症の発生が増える

雨季の水質調査も必要である。 
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2.5 対象案件に対する相手国側の緊急性・優先度 

2011 年の人口センサスに基づくカトマンズ盆地における水需要は、2012 年において

400MLD (千 m3) /日を超えているのに対し、KUKLの給水能力は水源の不足により 100MLD

しかない。「メラムチ給水事業」は、フェーズ 1, 2, 3 のそれぞれにおいて 170MLD（合計

510MLD）の水源開発を目標とし実施されているが、前述したとおり、フェーズ 1 の進捗が悪く、

フェーズ 2, 3 の見通しも立っていないのが実状である。図 2.5 は、カトマンズ盆地内の水需要

予測と、「メラムチ給水事業」がフェーズ 3まで最短で実施された場合の水供給量を示したもの

である。これによると、2028年にフェーズ3まで完了し、510MLDの水供給を実現したとしても、

間もなくして需要が上回ってしまう可能性も否定できない。 

「メラムチ給水事業」では、各家庭への給水は、西側から優先して実施されることから、バク

タプールに水源が割り当てられるまでには、相当の時間がかかる、または、最終的に水が届か

ないことを KUKL は、懸念しており、本プロジェクトで提案するダムの建設を最優先課題として

いる。また、Water and Energy Commission Secretariat の Acting SecretaryであるMr. Ishwori 

（2013年 JICA集団研修・水道管理行政及び水道事業経営(B)参加）も同様の発言をしている

ことからも、「ネ」国政府がバクタプールにおける水源開発を重要視していることが伺える。 

図 2.4 バクタプール市の水需要と供給量 
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2.6 複数の候補案件がある場合の相互比較 

メラムチ給水事業は、カトマンズ盆地内における上水供給状況ならびに衛生状況の改善を

目的とするものである。第1期事業（フェーズ１）の総費用は317億USDであり、主要な事業内容

は、総計約27kmのトンネル（直径3m）の建設、配水管網改善、浄水場・貯水池の建設である。 

 メラムチ給水事業は全体3フェーズで計510MLDを配水する計画であるが、うち17MLDは送

水管バイパスによって、マディアプール市(Madhyapur Municipality)及びバクタプール市へ配

水される。この17MLDの送水管は、現在、ADBに申請中であり、計画の具現化は不確かであ

るものの、今後、実施に向けた工程が明らかになると考えられる。17MLDは最終的な送水量

であり、メラムチ給水事業が完了するまで担保される水量ではない。一方、配水量の配分につ

いて、メラムチ給水事業完成後の2030年でメラムチ給水事業からの配水量のみで評価すると、

表2.1のように一人当たりの配水量に大きな格差が生じる。 

また、バクタプール市の位置、特にバンスバリ配水区は対象区域の東端に位置することから、

メラムチ給水事業での配水区域としての優先度は高いとはいえない。 

 

表2.1 メラムチ給水事業完成後の一人当たり給水量の比較（2030年） 
 人口 配水量1) 1人当たり水量 

カトマンズ盆地全体 335万人 510MLD 152L/人/日 

カトマンズ市内2) 313万人 493MLD 158 L/人/日 

ﾏﾃﾞｨｱﾌﾟｰﾙ/ﾊﾞｸﾀﾌﾟｰﾙ 22万人 17MLD 77 L/人/日 

出典：調査団試算 

1) メラムチ給水事業のみの配水量である。 

2) 2030年の人口で、カトマンズ盆地内人口からﾏﾃﾞｨｱﾌﾟｰﾙ及びﾊﾞｸﾀﾌﾟｰﾙの人口は除いた値

である。 

図 2.5 カトマンズ盆地における水需要と供給の比較 



viii 

 

3. 案件の内容 

 

 本計画では水源開発が重要であることから、水源開発、バンスバリ浄水場増設計画を整理し

たものを表3.1に示す。 

表3.1 水源開発及び浄水場増設 

 取水量1) 取水施設 導水管 浄水場

能力 

水需要量3) 

(一日最大) 雨季 乾季 

現在 

(2012年) 

マハデブ川 

4MLD 

 

マハデブ川 

2MLD 

 

マハデブ川

取水堰 

CI φ100 x 1本 

CI φ200 x 1本 

4MLD

（既設） 

13.4MLD 

計画年次 

(2030年) 

マ ハ デ ブ 川 ：

4MLD 

ダム：4MLD 

合計：8MLD 

マ ハ デ ブ 川 ：

2MLD 

ダム2):3MLD 

合計：5MLD 

マハデブ川

取水堰 

ダム（新設） 

ダム－取水堰 

DCIP ND300 x 1本 

取水堰－浄水場 

HDPE OD225 x2本 

8MLD

（新設） 

(4MLD 

x 2系) 

16.1MLD 

1） ボーデ井戸からの配水はバクタプール市西側に配水されるため、バンスバリ配水区の水源に含めないこととし

た。 

2) ダムは水道水源、灌漑用水及びマイクロ水力発電(60kW)の機能を持つ多目的ダムである。 

3) バンスバリ配水区（東側）の水需要量 

バクタプール上水道改善計画の概要を図3.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3.2 提案される上水道施設 
 施設 規模・数量等 備考 

1 ダム 幅 164m x 高さ 40m 貯水量 80万 m3 

2 取水塔 直径 10m x 高さ 27m ダム内建設（固定式） 

3 導水管 ダム～既設取水堰：管径 300mm x 1,016m 

既設取水堰～浄水場：外径 225mm x 3,118m x 2

本 

管材：DCIP 

管材：HDPE 

4 浄水場（第 1期） 浄水能力 4,000m3/日 フローは図 3.2に、施設形状

は表 3.3 に示す 5 浄水場（第 2期） 浄水能力 4,000m3/日 

図 3.1 バクタプール上水道改善計画 

8.0 MLD 
5.0 MLD 
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図 3.2 バンスバリ浄水場（新設）の浄水フロー 

 

 

表 3.3 バンスバリ浄水場（新設）の施設形状 

施設 池数 形状寸法 実容量 

着水井 2 池 幅 1.2m×長 2.6m×深 3.0m 9.36m3/池 

急速混和池 2 池 幅 1.7m×長 1.7m×深 1.6m 4.62m3/池 

フロック形成池 2 池 幅 6.0m×長 6.4m×深 1.6m 61.4m3/池 

横流式薬品沈澱池 2 池 幅 5.5m×長 18.5m×深 3.0m 必要水路断面 7.65m2 

急速ろ過池 4 池（1 池予備） 幅 2.6m×長 3.8m ろ過速度 150m/日 

排水池及び返送ポン

プ 

1 池 5.0m×5.0m×3.0m 74.1m3 

天日乾燥床 2 床 幅 12.0m×長 6.0m×深 1.0m 必要面積 70.9m2 

浄水池兼配水池 2 池 幅 15.2m×長 30.0m×深 4.88m 2,225m3/池 

[供給能力 4,000m
3
/日分の施設形状] 

 

 

4 結論 

我が国の対「ネ」国国別援助方針（2012年4月）において、援助重点分野のひとつである「持

続可能で均衡のとれた経済成長のための社会基盤・制度整備」の中の開発課題として「社会・

経済インフラ整備」を掲げ、上水道を含む都市環境改善に取り組む方針が示されており、本案

件は、同方針に合致する。 

本案件は、カトマンズ盆地内バクタプール市近郊にてダム建設を行うことでさらなる水量を

確保し、かつ上水道施設の整備を行い、水供給量増加及び水質改善を通じた給水サービス

向上を図ることで同市住民の生活環境改善に寄与するものである。 

着水井 急速混和池 フロック形成池 

横流式沈殿池 急速ろ過池 浄水池兼配水池 

前塩素 凝集剤 

中塩素 後塩素 

※1 

※1 

取水施設 

配水 

排水池 

天日乾燥床 

洗浄排水 

返送ポンプ 着水井へ 

沈殿排泥 

脱水ケーキ 

場外搬出 
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☆基礎指標 

表－1 主要経済指標等 

指 標 2011年 1990年 

人 口 （百万人）    27.16   18.11 

出生時の平均余命 （年）    67.55   55.04 

G N I 総 額（百万ドル） 19,082.82 3,640.23 

一人あたり（ドル） 610 220 

実質経済成長率 （％）     3.9   4.6 

経常収支 （百万ドル）  288.61 - 

失 業 率 （％）  - - 

対外債務残高 （百万ドル） 3,956.12 1,626.89 

貿 易 額注1） 輸 出（百万ドル） 1,862.45 - 

輸 入（百万ドル） 6,447.27 - 

貿易収支（百万ドル） -4,584.82 - 

政府予算規模（歳入）       （百万ﾈﾊﾟｰﾙ･ﾙﾋﾟｰ）  203,582.87 8,733.80 

財政収支               （百万ﾈﾊﾟｰﾙ･ﾙﾋﾟｰ）  -13,676.52 - 

財政収支                    （対GDP比, ％）    -1.0 - 

債務                        （対G N I 比, ％）    15.3 - 

債務残高               （対輸出比, ％）   129.9 - 

債務返済比率（ＤＳＲ）         （対G N I 比, ％）      1.1  1.9 

教育への公的支出割合        （対GDP比, ％）   － - 

保健医療への公的支出割合    （対GDP比, ％）     2.1 － 

軍事支出割合                （対GDP比, ％）     1.4  1.1 

援助受取総額         （支出純額 百万ドル）  892.32 422.84 

面 積 （1000km
2） 注2）  147.18 

分 類 D A C 後発開発途上国（LDC） 

世界銀行等 ⅰ/低所得国 

貧困削減戦略文書（PRSP） 策定状況  PRSP策定済 （2003年11月） 

その他の重要な開発計画等  3ヵ年計画（2010/11-2012/10） 

注）1．貿易額は、輸出入いずれもFOB価格。 

2．面積については“Surface Area”の値（湖沼等を含む）を示している。 

出展：外務省国別データブック 
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表－2 主要開発指標 

開発指標 最新年 1990年 

極度の貧困の削減と

飢饉の撲滅 

1日1.25ドル未満で生活する人口割合  （％） 

1日 2ドル未満で生活する人口割合    （％） 

24.8（2010年） 

57.3（2010年） 

- 

- 

下位20％の人口の所得又は消費割合  （％） 8.3（2010年） - 

5歳未満児栄養失調(低体重)割合     （％） 29.1（2011年） - 

初等教育の完全普及

の達成 

成人（15歳以上）識字率             （％） 60.3（2010年） - 

初等教育純就学率                 （％） - - 

ジェンダーの平等の推

進と女性の地位の向

上 

女子生徒の男子生徒に対する比率（初等教

育）                              （％） 
- 60.3 

女性識字率（15～24歳）             （％） 

男性識字率（15～24歳）             （％） 

78.4(2010年) 

87.6(2010年) 

- 

- 

乳幼児死亡率の削減 乳児死亡数 （出生1000件当り）       (人) 33.6（2012年） 98.5 

5歳未満児死亡推定数 （出生1000件当り）(人) 41.6（2012年） 141.9 

妊産婦の健康の改善  妊産婦死亡数 （10万人あたり）      （人） 170（2010年） 770 

ＨＩＶ/エイズ、マラリ

ア、その他の疾病の蔓

延防止 

成人（15～49歳）のエイズ感染率       (％) 0.3（2011年） 0.1 

結核患者数 （10万人あたり）           (人) 163（2011年） 163 

マラリア患者報告件数 （推定数含む）  (件) 71,752(2011年） - 

環境の持続可能性の

確保 

改善されたサービスを利用

できる人口割合 

水       (%) 

衛生設備   

(%) 

87.6 （2011年） 

35.4 （2011年） 

66.9 

6.7 

開発のためのグロー

バルパートナーシップ

の推進 

商品及びサービスの輸出に対する債務割合 

（％） 
9.5（2011年） 15.2 

出展：外務省国別データブック 
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☆ 位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象サイト位置図 

カトマンズ盆地 
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☆　写真集

【写真集1】   関係機関　訪問

JICAネパール事務所での協議 カトマンズ盆地水道会社(KUKL)カトマンズ本部　

都市開発省(MoUD)との会合

バクタプール市役所との会合 JICAネパール事務所での調査報告会

xⅳ

カトマンズ盆地水道供給管理委員会(KVWSMB)及びカト
マンズ盆地水道会社(KUKL)との会合



ダム予定地　遠望 ダム予定地　堤体部

マハデブ川　取水堰　下流から見る マハデブ川　取水堰　上流から見る

KUKL技術者との現場での打ち合わせ マハデブ川　取水堰横の水路

xv

【写真集2】   マハデブ川　ダム予定地（①）、既設の取水堰（②）

建設予定地は、バグマティ川の支流であるマハデブ川上流部
であり、バゲスウォリ保全林区域に指定されている。民地はな
く国有地である。

ダムは、堤高40m, 堤頂長164m, 総貯水容量80万m3である。
水道水源のほかに、小水力発電、灌漑用水に利用する多目
的ダムである。

乾季には2.0MLD, 雨季には4.0MLDの取水が見込める。標高
は1,420.2mあり、Bansbari浄水場との高低差は約56.4m

取水堰長は12.8m, 堰高は2.4mである。2015年1月の調査で
は、流量のオーバーフローはなかった。

乾季のため懸濁物はほとんどない。また、浮子法により現状
の流量を測定した。

取水堰の構造、取水チャンバー（導水管の位置）などを確認し
た。ダム建設予定地点でのサンプリングでは、大腸菌群数、
大腸菌、残留塩素を除いた全ての項目で飲料水質基準に適
合した。



取水堰水路での簡易流量測定 取水堰水路での簡易流量測定

取水堰～浄水場間の既設配管ルート 既設配管の小河川横断地点

延長は、ともに、3,118mである。

取水堰～浄水場間の既設配管ルート　遠望

xvi

【写真集3】 マハデブ川　既設の取水堰（②）、配管踏査（③－⑤）

水路の流量は約4,800m3/日、堰での流量約400m3/日で計
5,200m3/日であった。(2015年1月16日測定）3,4月には最も流
量が少なくなる。

2本導水管が布設してある。管径100mm, 鋳鉄管で布設年は
1896年と119年を経過している。もう1つは、管径200mm, 鋳鉄
管で布設年は1971年で44年経過している。

2本の導水管は、現在橋梁横の道路に移設している。写真の
導水管は現在使用されていない。

導水ルート上で、途中大きな起伏が1箇所ある。ルート沿いの
住民は導水管より直接水を取っている。浄水ではないがメー
タを設置しているところもあり、料金を支払っている。

同日のバンスバリ浄水場からの配水量は、2,640m3/日であ
り、導水管の流下能力及び途中の水抜きが影響していると考
えられる。



バンスバリ浄水場　浄水池兼配水池 バンスバリ浄水場　浄水池兼配水池　

旧部分は、100年以上前に建設されている。

バンスバリ浄水場　ろ過池 バンスバリ浄水場　沈殿池　流量測定

バンスバリ浄水場直近の公共水栓 簡易水質検査状況

xvii

【写真集4】   マハデブ川 　既設浄水場（バンスバリ浄水場）（⑥）

1975年に建設され、2015年で40年が経過している。浄水能力

4,000m
3
/日、処理方式は急速ろ過である。塩素注入施設が故

障しており、浄水池流入部に仮設を設け、塩素を注入。

配水池容量は2,400m3, 配水量は平均2,897m3/日, 最大

5,760m3/日, 最小136m
3
/日

当時は停電のため砂ろ過の逆洗浄ができなかった。なお、急
速ろ過の洗浄排水や沈殿排泥の処理施設はない。

横流式沈殿池　浄水フローは、フロック形成池→横流式沈殿
池→急速ろ過池→浄水池兼配水池（塩素注入）→配水

バンスバリ浄水場から配水される水道水質は、ネパール国飲
料水水質基準27項目全てに適合していた。

現場での簡易水質検査を実施した。給水栓での遊離残留塩
素濃度をパックテストで測定したところ、浄水場付近で5mg/L,
市内で2mg/Lあった。

（データ期間：2013年10月～2015年1月）



バクタプール市内中心部　道路 バクタプール市内中心部の歴史的建造物群

旧宮殿内の石造りの水栓 市内に数多くある池のひとつ
かつては共同の水汲み場として利用されていた。

バクタプール市内の公共水栓

xviii

【写真集5】   バクタプール市内中心部（⑦）

バクタプールはマッラ王朝時代、一つの王都が置かれていた
古都である。

旧王宮、寺院を中心にネワール建築物の数々がある。観光客
で賑わっている。 世界文化遺産に認定されている。

公共水栓はバクタプール市内には203箇所ある。日中は水汲
みの列が出来ている。

共同水場は一般市民に開放され、コミュニケーションの場とし
て利用されている。



ボデの井戸群のひとつ ボーデの配水池
ボデ配水池敷地内にある井戸ポンプ

民家の蛇口　ボーデからの供給水 市内の小規模浄水場（ジャガティ浄水場）
配水容量100m3の配水池である。

xix

【写真集6】   井戸からの取水　　既設配水池（ボーデ配水池）（⑧）　ほか

配水池容量は1,000m3ある。マノハラ浄水場から送水され、マ
ディアプールとバクタプールへ配水している。

マノハラ浄水場からボデ配水池経由で配水される水道水質
は、ネパール国飲料水水質基準27項目全てに適合していた。
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☆用語説明 

 

略語 略語全文 日本語名称 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

BDS Bulk Distribution System バルク配水管システム 

DAC Development Assistance Committee  開発援助委員会 

DCIP Ductile Cast Iron Pipe ダクタイル鋳鉄管 

DNI Distribution Network Improvement 配水管網改善 

DWSS Department of Water Supply and Sewerage 上下水道局 

E/N Exchange of Notes 交換公文書簡 

EIA Environmental Impact Assessment 環境影響評価 

F/S Feasibility Study フィージビリティスタディ 

FINNIDA 
Finnish Ministry of Foreign Affairs, Department 

for International Development Cooperation 
フィンランド国際開発事業団 

GDP Gross Domestic Product 国民総生産 

GNI Gross National Income 国民総所得 

HDPE High Density Polyethylene 高密度ポリエチレン 

IEE Initial Environmental Examination 初期環境評価 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

KUKL Kathmandu Upatayka Khanepani Limited カトマンズ盆地水道会社 

KVWSMB 
Kathmandu Valley Water Supply Management 

Board 

カトマンズ盆地水道供給管理委員

会 

LDC Least Developed Countries 後発開発途上国 

MLD Million Litter Per Day 100 万ﾘｯﾄﾙ（千立方ﾒｰﾄﾙ）／日 

MoUD Ministry of Urban Development 都市開発省 

ND Nominal Diameter 公称直径 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

NRs Nepal Ruppe ネパールルピー 

NTA Nepal Telecommunications Authority ネパール電気通信庁 

OD Outside Diameter 外径 

ODA Official Development Assistance  政府開発援助 

O&M Operation and Maintenance 維持管理 

SR Service Reservoirs 貯水池 

USD United States Dollar 米ドル 

UNICEF 
United Nations International Children’s 

Emergency Fund 
ユニセフ、国連児童基金 

WB World Bank 世界銀行 

WHO World Health Organization  世界保健機関 

WSTFC Water Supply Tariff Fixation Commission 水道料金承認委員会 

WTP Water Treatment Plant 浄水場 
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第 1章 緒論 

 

1.1 概要 

（1) 背景 

【外務省 対ネパール国 事業展開計画】 

 ネパール連邦民主共和国（以下、「ネ」国と称する）では、「後発開発途上国からの脱却を目指した持続的

かつ均衡のとれた経済成長への支援」を基本方針とし、「持続可能で均衡のとれた経済成長のための社会

環境・基盤整備」を目標に掲げている。都市環境に関しては、特に首都圏近郊や地方主要都市において、

人口流入により急速に都市環境が悪化しており、とりわけ住民への給水サービス状況は年々悪化している。

また、浄水施設の維持管理問題、水質管理体制の問題から飲料水質基準を満たす安全な水を供給するこ

とができないことがあり、不衛生な水による下痢などの水因性疾患が乳幼児死亡原因の高い割合を占めて

いる状態である（出典：Drinking water problems in Nepal）。このような状況の中で上下水道事業の強化が緊

急の課題となっている。 

【基礎的社会インフラ整備としての上下水道事業】 

 上述のとおり、行政・産業・社会・経済活動の中心であるカトマンズ盆地において、水需給のギャップは

深刻であり、「ネ」国の持続可能で均衡のとれた経済成長のボトルネックとなっている。 

カトマンズ盆地内の給水を担うカトマンズ盆地水道会社  (KUKL: Kathmandu Upatayka Khanepani 

Limited)は、乏しい水源から得た浄水を給水区域内の需要者に配分するため、地区ごとに給水日と給水時

間を限定することで間欠的に給水しており、一週間に数時間程度しか水道が使用できない地区も多い。 

水が供給される時間帯には、多くの需要者がより多くの水を確保するために、自家用ポンプで水道水を汲

み上げ貯水槽に溜めているが、これは、水圧の不足、特に高台では負圧を生じさせる等、ポンプや貯水槽

を持たない貧困層の水道水へのアクセスを妨げるとともに、水道管内への汚染物質混入の原因となってい

る。 

(2) 概要 

本件は、KUKLより検討要請のあったバクタプール市（Bhaktapur Municipality）における上水道整備プロ

ジェクトについて、ODA案件化も視野に、実地調査により現状の詳細を把握し、最も効果のあるプロジェクト

となるようKUKLを指導したもの。 

対象となるバクタプール市は、カトマンズ首都圏を構成する自治体の一つで、首都カトマンズから東に

12km、カトマンズ盆地の東端にある古代ネワール人の都市である。また、世界文化遺産を有する観光都市

でもあり、「ネ」国の外貨獲得においても重要な都市である。 

同市では、人口増加や水源の不足に苦慮しており、ネパール側関係機関も本件プロジェクトの実施を強

く望んでいる。 

 

 

1.2 工程・方法 

1.2.1全体調査行程 

2015年 1月 11日～20日 （全 10日間） （詳細は資料-1 現地指導作業日程参照） 
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1.2.2 現地視察及び調査対象機関 

都市開発省(中央政府) ( MoUD : Ministry of Urban Development)およびKUKLを訪問し、ヒアリング、資

料収集を行うとともに現地調査を行い、既存上水道施設の現状と利用状況、当該プロジェクトの実施準備状

況の把握、実施上の課題、プロジェクトの効果、外部要因等の検討を行った。KUKLとの協議では、案件実

施上の意思決定機関であるカトマンズ盆地水道供給管理委員会(KVWSMB : Kathmandu Valley Water 

Supply Management Board)の担当者も出席し、協議に参加した。また、バクタプール市役所を訪問し、実施

中のプロジェクトの進捗、現状及び今後の展開等について確認した。さらに、在ネパール日本国大使館、在

ネパールJICA事務所を訪問し、本調査に関する説明及び意見交換を行った。 

 

 

 

1.3 団員の構成 

   氏名      担当     所属 

 

団長   田中 秀明 総括 ㈱安藤・間 国際事業本部 

団員 竹田 大悟  全体計画 厚生労働省大臣官房国際課国際協力室 

団員 久保 勇司  全体計画 厚生労働省大臣官房国際課国際協力室 

団員   尾嵜 昇   専門アドバイザー   堺市上下水道局 

団員  鬼木 哲  給水施設計画  ㈱エヌジェーエス・コンサルタンツ 

団員  広瀬 聖  業務調整  ㈱安藤・間 国際事業本部 

団員 木下 献一 水道施設計画 ㈱安藤・間 国際事業本部 

 

(現地業務調整) 

    D. P. Basyal                    ㈱安藤・間 国際事業本部ネパール連絡所 
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第2章 対象案件の現状把握に関する事項 

 

2. 1 対象国の給水事業・問題点 

2.1.1 水道分野の現状(国レベル) 

「ネ」国は、人口2,649万人(2011年 人口センサス)、面積14.7万km
2、中華人民共和国、インドの2国と国

境を接するアジアの国であり、1 人当たりGNI が約730US ドル(2013年度、世界銀行)とアジアにおける最

貧国のひとつである。 

「ネ」国政府は国民の生活環境の改善と貧困者救済を重要施策の一つに掲げ、上下水道の整備に力を

入れており、上水道分野において安全な水の安定供給をめざすとともに、貧困者に対する給水サービスの

向上を目標としている。 

ミレニアム開発目標の「環境の持続可能性の確保」のなかの 1 ターゲットとして「2015 年までに、安全な飲

料水と基礎的な衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する。」がある。「ネ」国において当該

目標の達成は、難しい状況である。 

日本は、これまで無償資金協力を中心にカトマンズ盆地内及び国内主要地方都市において数多くの上

水道施設・浄水場の改善・新設を支援してきたほか、水道政策アドバイザー派遣を実施してきた。JICA資料

によれば、『浄水場の処理能力としては、2009年時点で、カトマンズ盆地内の約 52％が、日本の支援した施

設によるもの』とされている。また有償資金協力として 2000 年度末に E/N 署名された「メラムチ給水事業

(Melamchi Water Supply Project)」は、カトマンズ盆地外北東に位置するメラムチ川から新たに取水し、カトマ

ンズ市内に送水するプロジェクトである。有償資金協力は、このうちの浄水場・アクセス道路を建設するため

の資金を供与するものであり、導水トンネル工事は、アジア開発銀行（ADB: Asian Development Bank）の支

援コンポーネントによるものである。2007年に完了する予定であった第 1期（フェーズ１）トンネル工事は未だ

施工中であり、トンネルをそれぞれ 10km延伸する第 2期（フェーズ２）、第 3期事業（フェーズ３）の実現可能

性も不透明である。また、予想を上回る人口増加もあり、第 3 期事業（フェーズ３）まで完了したとしても水が

不足することが懸念されている。 

国全体としてのミレニアム開発目標の達成は容易ではない状況にあるが、引き続き取り組みが継続されて

いく予定である。なお、今回提案されたプロジェクトも、目標達成の一助となるものである。 

 

2.1.2 水道事業における問題点(国レベル) 

 「ネ」国内での基本レベル（最低限必要な給水レベル）以上の水道普及率は全国で83.59% (2014年)であ

り、2010年の80.4%からさほど大きく伸びていない。また、高レベル（良好な水質）の水道普及率は15.3%とし

ている。一方、下水道（衛生的恒久的トイレ施設の使用）普及率は全国で70.28%（2014年）であり、2010年の

43.3%から大きく伸びている。 

 しかし、上水道施設は適切な運転維持管理がなされておらず、故障や老朽化が進んでいる。給水時間も

間欠給水であり、水道管に汚染水が浸入する可能性が高く、水質汚染のリスクも高いといえる。また、水道

施設の運転維持管理・運営を行っている関係機関も責任・役割分担が不明確であり、適正な予算・人員配

置の欠如、財政計画の不在などにより人員、予算が不足している。 

  「ネ」国の水道事業における問題点を表2.1.1に整理した。 
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表2.1.1 水道事業における問題点 

区
分 

問 題 点 
問題の大きさ 

説  明 
小 中 大 

制
度
・
組
織 

水道事業の制度的位置づけが明確で
ない。 

○   組織や制度は整っている 

自助努力の意思が感じられない。  ○  計画的な人員配置、予算配分が必要 

整備を進めるための組織が整っていな
い。 

○   組織は全国的に存在する 

整備量に比べて技術者数が足りない。   ○ 水道技術者が不足している 

 民営化により、政策決定部門と実務部
門が別組織となっている。 

 ○  KVWSMBとKUKLの2つの機関がある。 

計
画
・
調
整 

上位計画(マスタープランなど)が整っ
ていない。 

○   国家水計画など上位計画がある 

援助国／国際機関の間の調整ができ
ていない。 

○   無償・有償で援助されており、調整済み 

水道施設間のバランス(水量的、進捗
度等)が取れていない。 

  ○ 都市部と村落部の格差が大きい 

関連分野(水資源、下水、都市計画等)
とのバランスが悪い。 

  ○ 下水道整備や水源（地下水）保全が課題 

経
営
・
財
務 

整備すべき事業量に比べて資金が足
りない。 

  ○ 
予算が十分に確保されていない 
メラムチ給水事業の完成時期が不定 

料金徴収体制・政策が整っていない。 ○   徴収体制や料金制度は整っている 

独立採算性を維持できない。  ○  KUKLでは問題となっている 

修繕費が確保されていない。  ○  老朽化が進行しており、更新中である 

薬品購入費が確保されていない。 ○   ストックもあり、大きな問題となっていない 

保
守
・
管
理 

保守管理基準が整備されていない。   ○ マニュアルの整備・普及が必要 

適切な施設の保守が行われていな
い。 

  ○ 体系的な運転維持管理の整備が必要 

維持管理の量に比べて技術者数が足
りない。 

  ○ 熟練の技術者が不足している 

技
術 

設計基準が整備されていない。 ○   設計基準は整備されている 

適用技術が適切でない。 ○   状況に応じて適用している 

整備レベルに比べて技術者レベルが
適切でない。 

  ○ 技術者と技能が不足している 

維持管理レベルに比べて技術者レベ
ルが適切でない。 

  ○ 技術者と技能が不足している 

そ
の
他 

水道事業の市/事業体への移管 

 ○  
未熟な水道事業体では経営・O&Mが適
切でない 
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2.1.3 衛生関連並びに水系感染症に関する問題点(国レベル) 

 水因性疾患による死亡で、主な疾患は下痢、腸内寄生虫、胃腸障害、腸チフス、黄胆である。毎年、特に

5歳以下の子供の22%が水因性疾患により死亡している。2005年には13,000人の子供が死亡している。（出

典：Drinking water problems in Nepal） 

 また、1,000人当たりの乳幼児死亡率を見てみると、2011年においても日本に比べて16倍多く発生している。

表2.1.2に乳幼児死亡率の比較を示す。 

表2.1.2 乳幼児死亡率（1,000人当たり） 
 ネパール 日本 日本/ネパール 

1990年 135人 6人 22.5 

2000年 38人 5人 7.6 

2011年 48人 3人 16.0 

                    出典：WHO, Levels and trends in child mortality report, 2012. 
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2.1.4 バクタプール市の水道事業の現状 

バクタプール市の水道事業の現状を以下に述べる。 

1) 上水道施設全般の概要 

バクタプール市の人口は81,748人（2011年人口センサス）で、給水人口は観光・外国人などの流動人口を

含めると約92,680人（調査団算定）である。給水栓数は10,049栓（KUKL資料）となっている。バクタプール市

の面積は6.884km
2（KUKL資料）で、うちバンスバリ(Bansbari)浄水場が配水する区域は、約4.98km

2（調査

団算定）である。図2.1.1にカトマンズ盆地の地図とバクタプール市の位置を示す。 

 また、図2.1.2にバクタプール市の配水区域を示す。赤色で示す東側区域がバンスバリ浄水場から配水さ

れる給水区域である。一方、西側区域はマノハラ(Manohara)浄水場（2004年建設）からボーデ(Bode)配水池

を経由して給水を受けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.1 カトマンズ盆地とバクタプール市の位置 

図2.1.1 カトマンズ盆地とバクタプール市の位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.2 バクタプール市の上水道施設と配水区域 

バンスバリ配水区域 

カトマンズ盆地 

取水施設 

バンスバリ浄水場 

バクタプール市 

バンスバリ配水区域 

バンスバリ浄水場 

マハデブ川取水施設 

Manohara浄水場 

Bode配水池 



- 7 - 

 

2) 水源及び導水の状況 

 バクタプール市のバンスバリ配水区の水源はマハデブ川であり、ここに取水堰を設けて 2本の導水管（延

長 各々約 3,118m）が布設してある。1本は口径 100mmの鋳鉄管で布設年は 1896年と 119年経過してい

る古い管である。もう１つの導水管は、口径 200mmの鋳鉄管、1971年（建設後 44年経過）に建設されてい

る。 

 導水は自然流下方式で取水と浄水場の高低差は、途中起伏があるものの約 56mである。計画では空気

弁と排水設備があるが、現場では確認できなかった施設もあり、これらが機能しているか詳しく調査する必要

がある。また、2つの導水管から途中、住民によって原水（未浄水、未消毒）が抜き取られており、調査時、

100 mmの導水管からは浄水場に原水が届いていなかった。KUKLは浄水場上流区域の住民への配慮か

らこれを容認している。図 2.1.3に取水施設、導水管及び浄水場の位置図と縦断図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.1.3取水施設、導水管及び浄水場の位置図と縦断図 

 

マハデブ川取水施設 

バンスバリ浄水場 
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3) 浄水の状況 

バンスバリ浄水場（既設）の能力は、4,000m
3
/日である。浄水フローはフロック形成池にてフロックを成長

させ、横流式沈殿池により沈殿処理を行い、急速ろ過を行っている。その後、浄水池兼配水池で塩素を注

入し配水している。なお、急速ろ過の洗浄排水や沈殿排泥の処理施設はない。図2.1.4に現状の処理フロ

ーを示す。 

 

 

図2.1.4 バンスバリ浄水場の浄水フロー（既設） 

 バンスバリ浄水場は1975年に建設され、2015年で建設後40年を迎える。また、塩素注入施設も故障して

おり、配水池流入部に仮設の注入設備を設け、塩素を注入している。土木施設の耐用年数を50年と考え

ると、改築更新も計画する段階にある。停電時間が長いにもかかわらず自家発電機を設けておらず、急速

ろ過池の逆洗浄が常時行えないという運転維持管理上の問題もある。 

 なお、浄水場内にも井戸が建設されているが、取水能力は約500m
3
/日と少なく、停電時は稼働できず、

地中のシルトも取り込むことから、水源としては補助的なものとなる。 

 

4) 送・配水の状況 

 バンスバリ浄水場からバクタプール市内へは、場内の浄水池兼配水池より配水されている。途中、配水池

または高架水槽はなく、自然流下での配水となっている。既設配水管は、口径50 - 200mm、総延長50km、

布設年次は古い管で1984年である。（市街地までの送水管相当部分は除外） 

 

 また、バンスバリ浄水場からの配水量は、場内配水池の記録から平均2,897m
3
/日、最大5,760m

3
/日、最小

136m
3
/日（データ期間：2013年10月～2015年1月）であった。導水管の口径（100mm, 200mm）の導水能力を

試算すると約4,000m
3
/日であり、月平均の配水量は少ないといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フロック形成池 取水施設 横流式沈殿池 急速ろ過池 浄水池兼配水池 

塩素 

配水 
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5) 財政状況の問題点 

KUKLの2007/2008年から2013/2014年の水道料金請求額(Billing)、収入(Collection)、支出(Operating 

Expenditure)を図2.1.5に示す。収入に対して支出超過が続いており、KUKL全体では赤字となっている。一

方、KUKLが管轄するバクタプール区域での収入・支出を表2.1.3及び表2.1.4に示す。2009/2010年の実績

では約1,616千ルピー（NRs）(=15,359-13,743)（約1,939千円）の赤字となっている。 

 個別に見てみると、収入では水道料金（水道メータ付き）が最も多く収入の51.7%を占めている。支出では、

職員給料が39.4%となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.5 KUKLの支出入の推移 

表 2.1.3 KUKLのバクタプール区域の収入 表 2.1.4 KUKLのバクタプール区域の支出 
NRs in 000

Bhaktapur Total

2009/2010 2010/2011

Revised Proposed

2 Private Connection Metered 7,100            7,240            

3 Private Connection UnMetered 1,800            1,800            

4 Government Connection Metered 950               950               

5 Government Connection UnMetered 397               397               

6 Public Stand Post -                   -                   

7 Sewerage 2,600            2,635            

8 Water Sale (Tanker) -                   -                   

Total Water & Sewerage Billing 12,847        13,022        

9 Rebate (-) 140               140               

Net Water & Sewerage Billing (A) 12,707        12,882        

10 Extra Billing 400               400               

11 Maintenance Charge -                   -                   

12 New Connection Charge 550               495               

13 Miscellaneous Income 86                 -                   

14 Store Sale -                   -                   

15 Interest Received -                   -                   

Total Other Income (B) 1,036          895              

Grand Total (A+B) 13,743        13,777        

DetailsNo.

NRs. in 000

Bhaktapur Total

2009/2010 2010/2011

Actual Proposed

1 Salary 6,052            6,295            

2 Allowance 495               300               

3 Overtime allowance 600               700               

5 Leave salary 321               400               

9 Medical Allowance 321               400               

10 Dress Allowance 65                 90                 

11 Pump & Machinery Repair 300               375               

12 Chemicals (Including Lab) 265               300               

13 Fuel for Vehicles 340               375               

14 Fue for Other Purposes 10                 10                 

15 Electricity )Power) 500               800               

16 Vehicle & Equipment Maintenance 230               275               

17 Building Maintenance 250               400               

21 Printing and Staionaery 450               540               

23 Newspapers 10                 10                 

24 Service 200               230               

27 Contingency Expenses 100               125               

33 Perishable Goods 150               175               

35 System Maintenance 4,700            2,500            

35 a Labor Fee 1,980            

15,359        16,280        TOTAL

Code

No. Details

(2007/8)  (2008/9)  (2009/10)  (2010/11)  (2011/12)  
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2.1.5 飲料水供給における問題点 

 

バクタプール市における給水状況は、間欠給水であり、市内を 3 ブロックに分け、乾季は、それぞれのブ

ロックに概ね 3 日に 1 度 1～3 時間程度給水している。調査団の試算によると、バクタプール市の一日最大

水需要量は 2012年で 13,400m
3
/日であるが、図 2.1.6に示すとおり給水量は乾季で 1,000m

3
/日前後であり、

需要量に対して 12,000m
3
/日不足している。 

市民は、水道水の不足分をタンカー給水や井戸水で補っているが、タンカー給水の使用料は NRs 343～

399/m
3と水道水に比べ高価（ちなみに水道料金は、家庭用（口径 1/2 インチ）が NRs 32/m

3、その他（口径

3/4 インチ以上）が NRs 71/m
3である。出典：KUKL 6

th
 ANNIVERSARY REPORT）であり、井戸も乾季には

水量が不足し、水質も悪化する等、飲料水の確保に苦慮していることが伺える。また、KUKL では水供給能

力が不足しているため、新規の給水栓接続を中止している。 

なお、今回調査による水質試験では、バンスバリ浄水場の浄水水質は「ネ」国の飲料水水質基準に適合

していたが、今後は、水源水質の濁度が上昇し、水系感染症の発生が増える雨季の水質調査も必要であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.6 バクタプール市の水需要と供給量 
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2.1.6 衛生関連並びに水系感染症に関する問題点（カトマンズ盆地） 

カトマンズ盆地では、人口の流入により急速に都市環境が悪化しており、とりわけ住民への給水サービス

状況は年々悪化している。また、浄水施設の運転維持管理及び水質管理体制の問題から飲料水質基準を

満たす安全な水を十分に供給できないことがあり、2.1.3で述べた水系感染症が起きている。 

カトマンズ市内における研究では、カトマンズ市内の浄水場出口及び給水栓水試料（全試料数97）の

49.5%から原虫が検出されている。種類別では、ジアルジア(Giardia)が43.3%, ついでクリプトスポリジウム

(Cryptosporidium)の19.6%, サイクロスポーラ(Cyclospora)の2.1%であった。カトマンズ市内では、浄水場出

口よりも給水栓からの検出が多く、配水系統で著しく増加していた。遊離残留塩素は、カトマンズ市内の浄

水の50.0%から検出されているのに対して、給水栓水からは3.6%しか検出されず、配水系統ではほとんど消

毒がされている様子が認められなかったとの報告1)がある。 

このことから浄水場で適切に消毒が行われていないことや、また、配水管網において、塩素が消費され上

水の汚染が発生している可能性も考えられる。 

本調査では、バクタプール市での感染症データは得られなかった。給水栓での遊離残留塩素濃度を簡

易水質分析（パックテスト）を行ったところ、バンスバリ浄水場で5mg/L以上、市内給水栓で2mg/L以上あり、

「ネ」国の飲料水水質基準は満たしていた。（図2.1.7、表2.1.5） また、バクタプール市における水系感染症

の発生状況は確認できなかった。 

1)「開発途上国における水道水の汚染と原虫感染下痢症との関係 (Relationship between contamination of tap-water and 

protozoa-related diarrhea in developing countries)」木村、宇賀 モダンメディア52巻12号、2006年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.1.7 採水地点 
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2.1.7 その他 

バクタプール市役所では、現在居住区域の開発を進めており、2箇所は既に完成している。また、新たに2

箇所を建設する計画であり、今後、対象となる給水区域の拡張と大幅な人口増加が見込まれる。また、同市

は、カトマンズからも近い世界遺産を擁する観光都市であり、水の使用量が多い旅行者も多く集まることから、

水源の確保と安全で安定した水の供給は同市の最重要課題となっている。 

 

2.2 関連する計画 

2.2.1 開発計画の概要 

MoUDは、公衆衛生の改善、経済成長の活性化、環境保護および個別のスキーム・セクターの成果向上

をめざして、公平な水道サービスの提供を推進している。政策および規制の枠組みの策定には、パフォーマ

ンスの向上や透明性のある手続きが求められ、政府、民間部門、市民社会、そしてサービス分野のユーザ

ーを含む広範な関係者が関わることで実現される。（National Urban Water Supply and Sanitation Sector 

Policy (Draft, February 2009)より引用） 

このような方針のもとに、「ネ」国の上下水道セクターではADBがメインドナーとして「Small Towns Water 

Supply and Sanitation Sector Project」等を通じ各種支援を行っているが、そのほかにもWHOやUNICEF等国

際機関や他国ドナーによる飲料水事業への開発援助も行われている。 

 

2.2.2 対象案件の上位計画・関連計画 

「ネ」国では国家水計画(National Water Plan-Nepal (2002-2027))を策定しており、2017年と 2027年にそ

れぞれ目標を定めている。 

【2017年まで】 

 1) 人口の 100%が給水施設へアクセスできる。 

 2) 人口の 27%が中位－高位の給水サービスを受ける。 

 3) 人口の 100%が基本衛生施設にアクセスできる。 

【2027年まで】 

  人口の 50%が中位－高位の給水サービスを受ける。 

給水・衛生プログラムの焦点は、基本的なレベルにおいて向こう 5 年間で上水道及び下水道普及率を向

上することに重点を置いている。今後、10 年間で給水施設及び衛生施設へのアクセスが 100%になるように

し、同時に既存施設の改善を行うものとする。健康改善に関連して、2025 年までに全ての住民が適切な給

水及び衛生サービスを享受する。以下に 6つのプログラムを示す。 

 1) スタンドアロンタイプの衛生改善促進プログラム 

 2) 村落部給水・衛生プログラム 

 3) 小都市給水・衛生プログラム 

 4) カトマンズ盆地給水・衛生プログラム 

 5) 主要都市給水・衛生プログラム 

 6) 給水・衛生組織強化プログラム 
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2.2.3 対象案件に対する相手国側の緊急性・優先度 

2011 年の人口センサスに基づくカトマンズ盆地における水需要は、2012 年において 400MLD（千 m3/日

を超えているのに対し、KUKLの給水能力は水源の不足により 100MLDしかない。「メラムチ給水事業」は、

フェーズ 1, 2, 3のそれぞれにおいて 170MLD（合計 510MLD）の水源開発を目標とし実施されているが、前

述したとおり、フェーズ 1の進捗が悪く、フェーズ 2, 3の見通しも立っていないのが実状である。図 2.2.1は、

カトマンズ盆地内の水需要予測と、「メラムチ給水事業」がフェーズ 3 まで最短で実施された場合の水供給

量を示したものである。これによると、2028年にフェーズ3まで完了し、510MLDの水供給を実現したとしても、

間もなくして需要が上回ってしまう可能性も否定できない。 

「メラムチ給水事業」では、各家庭への給水は、西側から優先して実施されることから、バクタプールに水

源が割り当てられるまでには、相当の時間がかかる、または、最終的に水が届かないことを KUKL は、懸念

しており、本プロジェクトで提案するダムの建設を最優先課題としている。また、Water and Energy 

Commission Secretariat の Acting SecretaryであるMr. Ishwori （2013年 JICA集団研修・水道管理行政及

び水道事業経営(B)参加）も同様の発言をしていることからも、「ネ」国政府がバクタプールにおける水源開

発を重要視していることが伺える。 

 

2.2.4 複数の候補案件がある場合の相互比較 

メラムチ給水事業は、カトマンズ盆地内における上水供給状況ならびに衛生状況の改善を目的とするも

のである。第1期事業（フェーズ１）の総費用は317億USDであり、主要な事業内容は、総計約27kmのトンネ

ル（直径3m）の建設、配水管網改善、浄水場・貯水池の建設である。 

 メラムチ給水事業は全体3フェーズで計510MLDを配水する計画であるが、うち17MLDは送水管バイパス

によって、マディアプール市(Madhyapur Municipality)及びバクタプール市へ配水される。この17MLDの送

水管は、現在、ADBに申請中であり、計画の具現化は不確かであるものの、今後、実施に向けた工程が明

らかになると考えられる。17MLDは最終的な送水量であり、メラムチ給水事業が完了するまで担保される水

量ではない。一方、配水量の配分について、メラムチ給水事業完成後の2030年でメラムチ給水事業からの

図 2.2.1 カトマンズ盆地における水需要と供給の比較 
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配水量のみで評価すると、表2.2.1のように一人当たりの配水量に大きな格差が生じる。 

また、バクタプール市の位置、特にバンスバリ配水区は対象区域の東端に位置することから、メラムチ給

水事業での配水区域としての優先度は高いとはいえない。 

 

表2.2.1 メラムチ給水事業完成後の一人当たり給水量の比較（2030年） 
 人口 配水量1) 1人当たり水量 

カトマンズ盆地全体 335万人 510MLD 152L/人/日 

カトマンズ市内2) 313万人 493MLD 158 L/人/日 

ﾏﾃﾞｨｱﾌﾟｰﾙ/ﾊﾞｸﾀﾌﾟｰﾙ 22万人 17MLD 77 L/人/日 

出典：調査団試算 

1) メラムチ給水事業のみの配水量である。 

2) 2030年の人口で、カトマンズ盆地内人口からﾏﾃﾞｨｱﾌﾟｰﾙ及びﾊﾞｸﾀﾌﾟｰﾙの人口は除いた値である。 

 

メラムチ給水事業の対象区域及び配水量を図2.2.2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.2.2 メラムチ給水区域及び配水量 
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 図2.2.3に、調査団の想定するメラムチ給水事業の3フェーズまでの最短スケジュール（案）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.3 メラムチ給水事業スケジュール（案） 

 

 

 

2.2.5 その他の関連する分野情報 

独立行政法人 水資源機構が、2012年にADBの技術支援プロジェクトの一環として行ったカトマンズ盆地

内の水の安全保障向上のための必要なプログラムの策定への支援において、盆地内の急激な人口増加・

宅地開発の進行により表流水に関する水源は限定されており、緊急性を要する地域への給水施策としては

本案件のダム建設が有効であると提言している。また、メラムチ給水事業完了後においても盆地内に供給す

る水源が不足するため、プロジェクト完了後の長期的な観点として盆地南部のダム建設の可能性も示されて

いる。 

 

2.3 担当官庁と実施機関 

2.3.1 関連官庁 

本業務での関連官庁は、都市開発省(MoUD)、カトマンズ盆地水道供給管理委員会(KVWSMB)、カトマ

ンズ盆地水道会社 (KUKL)がカウンターパートとなる。特にKUKLは今回対象地域であるバクタプール市

区域も管轄しており、上水道施設の運転維持管理及び運営を担っている。なお、都市開発省上下水道局

(Department of Water Supply and Sewerage; DWSS)は、地方中小都市及びカトマンズ盆地周辺部の地方給

水の上下水道施設を管理・監督しているが、今回対象のバクタプール区域に対しては管轄外となる。 

また、バクタプール市も、本業務推進における重要な組織のひとつとして位置づけられる。 
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2.3.2 実施機関の組織 

以下にMoUD, KUKL及びバクタプール市役所の組織を示す。MoUDは水道衛生部(Water Supply and 

Environment Division)が上下水道事業を監督・管理する。 

(1)  都市開発省(中央政府) (MoUD) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.1 MoUD組織図 

(2) カトマンズ盆地水道会社 (KUKL) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.2 KUKL組織図 
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(3) バクタプール市役所 

 

 

 

2.3.3 実施機関の業務 

(1) 都市開発省 (中央政府) (MoUD) 

 本省は、住宅、都市開発、上下水道等の事業を管轄する国家機関である。上水道を管轄する組織は、

水道衛生部である。水道衛生部の主な役割を次に示す。 

 ・飲料水供給に関する総合計画策定、プログラムの実施 

 ・飲料水供給事業の政策決定、財政措置、担当職員の研修、関連公社への指導 

(2) カトマンズ盆地水道会社 (KUKL) 

KUKLは、ネパール政令2063に基づき登録された公的会社である。KUKLは、カトマンズ盆地内におけ

る上水道及び下水道の施設運転維持管理の責任を担っており、カトマンズ盆地水道供給管理委員会

(KVWSMB)より施設の運転維持管理委託を受けている。 

職員数は、正社員823人、契約社員56人、日雇い240人の計1,119人（2014年12月現在、KUKL資料）で

ある。  

(3) カトマンズ盆地水道供給管理委員会(KVWSMB) 

KVWSMBは、カトマンズ盆地内での上下水道施設の所有者となる。また、KVWSMBは、カトマンズ盆

地の上水道、衛生施設の運転維持管理をKUKLに委託し、政策を策定、監督する責任がある。 

図 2.3.3 バクタプール市役所組織図 
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 KUKLはKVWSMBに対して、上下水道施設の運転維持管理契約（30年間契約）を結んでいる。KUKL

はKVWSMBに運転ライセンス料を支払う必要がある。また、WSTFC(Water Supply Tariff Fixation 

Commission)は、水道料金を承認する機関であり、消費者の権利を保護することを目的にしている。 図

2.3.4にKUKL, KVWSMB及びWSTFCの関係を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.3.4 KUKL, KVWSMB及びWSTFCの関係（出典：KUKL資料） 

(4) バクタプール市役所 

バクタプール市役所には水道施設関連の部署はなく、市内の水道施設はKUKLが運転維持管理を行

っている。市役所の主な役割は、水道施設に関する住民からの苦情の受付、故障・不具合の発見とKUKL

への報告である。 

 

 

2.4 我が国による協力の経過 

2.4.1 資金協力の経過 

我が国との関係と援助実績を表 2.4.1に示す。 

表 2.4.1 ネパール一般無償（上水道関連）実績（1976年度以降）（金額 ENベース） 

 年度 案件名 金額 

1 1976 タンセン市上水道拡張計画（水道施設建設） 5 億円 

2 1980 村落生活用水供給計画（機材供与） 6 億円 

3 1982 村落水供給計画（機材供与） 4 億円 

4 1983 村落生活用水供給計画（機材供与） 6 億円 

5 1988 ～
1991 

地方都市上水道整備計画（9 都市における水道施設建設） 43.33 億円 

6 1992 ～
1994 

カトマンズ上水施設改善計画 1 期（カトマンズ市に対するマハンカ

ルチュール浄水場を中心とする水道施設建設、地下水水源の水質改

善事業） 

33.72 億円 

7 2001 ～
2003 

カトマンズ上水施設改善計画 2 期（カトマンズ市に対するマノハラ

浄水場を中心とする水道施設建設、地下水水源の水質改善事業） 

22.44 億円 

8 2004 カトマンズ上水施設改善計画 3期(カトマンズ市に対する配水池増設

を伴う水道施設建設 ） 

2.77 億円 

9 2006 ～
2007 

地方都市上水施設改善計画（3 都市における水道施設建設） 11.24 億円 
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 我が国の水道事業体による協力実績は、JICA による本邦招聘研修等が主であるが、政治体制の安定が

継続すれば、今後、現地での協力がさらに増える可能性が十分にある。 

 

2.4.2 技術協力の経過 

技術協力事業は、開発途上国の課題解決能力と主体性の向上を促進するため、専門家の派遣、必要な

機材の供与、人材の日本もしくは第三国での研修などを通じて、開発途上国の経済・社会の発展に必要な

人材育成、研究開発、技術普及、制度構築を支援するものである。表2.4.2に日本が支援した技術協力のプ

ロジェクトを示す。 

表2.4.2 技術協力と協力期間 

案 件 名 協力期間 

水道政策アドバイザー 

水道政策アドバイザー 

モニタリング評価システム強化計画プロジェクト 

養蚕振興・普及プロジェクト 

小学校運営改善支援プロジェクト 

水道政策アドバイザー 

学校保健・栄養改善プロジェクト 

ジェンダー主硫化及び社会的包摂促進プロジェクト 

地方行政強化を通じた流域管理向上プロジェクト 

地方都市における水道事業強化プロジェクト 

コミュニティ内における調停能力強化プロジェクト 

平和構築・民主化促進のためのメディア能力強化プロジェクト 

モニタリング評価システム強化計画プロジェクト フェーズ2 

シンズリ道路維持管理運営強化プロジェクト 

2003.10-2005.10 

2006.02-2008.02 

2006.10-2009.12 

2006.12-2011.11 

2008.02-2011.02 

2008.06-2010.06 

2008.06-2012.05 

2009.02-2014.01 

2009.07-2014.07 

2010.01-2013.09 

2010.01-2013.09 

2010.11-2013.10 

2011.11-2015.05 

2011.12-2015.12 

出典：外務省国別データブック 

※水道政策アドバイザーは厚生労働省推薦分 

 

2.4.3 相手国・機関による今回案件への意見 

KUKLにとって、その管轄区域であるカトマンズ盆地内の水道施設整備は、極めて緊急度の高いもので

あり、「当指導作業チームに対し必要な協力は惜しまない。」との表明もあり、精力的に対応していただいた。

水道整備の関係機関（MoUD, KVWSMB、バクタプール市役所）もKUKLと同様、水道施設整備の早期実

現を目指しており、ODA(有償協力、無償協力、技術協力)もそのスコープに含まれている。 

また、Water and Energy Commission SecretariatのActing SecretaryであるMr. Ishwori （2.2.3に前出）も本

案件について知っており、「是非実現したい。必要があればネパール側も調査費用等を負担する。」との発

言があった。 

 

2.5 第三国/国際機関による協力の経過 

【JICA事業等の動きと連携】 

JICAは、ポカラ市の給水改善計画をネパール国の上水次期案件として考えている。本事業は、それに続

く候補案件である。 

【他ドナーの動きと調整】 

水道施設整備については、日本以外の他ドナーによる援助も実施されているが、案件実施内容が重複
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することのないよう調整がなされている。 

主なドナーは、ADB、世界銀行（WB: World Bank）、フィンランド国際開発事業団（FINNIDA）などであ

る。 

ADBやWBの場合は、住民参加型（事業の一部をローカル負担）のプロジェクト形態をとっており、主に地

方エリアが対象となっている。ADBプロジェクトは、将来的な水需要予測にもとづく施設拡張というよりも、既

設施設の改善が主体となっている。また、事業費の約20％を住民が確保する条件で進められ、建設にいた

るまでの過程でハード、ソフト両面での支援を行っている。 

 

2.5.1 対象案件に関連する協力実績・形態 

  KUKLへのヒヤリングによれば、将来のメラムチ給水事業の工事完成に備え、ADBによるカトマンズ盆地

内の配水管整備事業が実施されている。(「Distribution Network Improvement (DNI),& Bulk Distribution 

System (BDS) with Service Reservoirs (SR)」) この計画によれば、水量17MLDがマディヤプール市及びバ

クタプール市エリアへの供給水量となっている。このうち、どれだけの水量がバクタプール市エリアに供給さ

れるかは不定であるが、メラムチ給水事業全体（第1期～第3期）での総供給水量が510MLDであることを考

えると、その割り当て分は、非常に低いものであり、同プロジェクトの供給対象の主要エリアがカトマンズ市及

びその近傍であることは明らかである。 

 

2.5.2 対象案件に関する要請の有無・結果 

これまで、「ネ」国政府あるいはKUKLから、対象案件「バクタプール市の上水道改善計画」に関する要請

はあげられていないが、2012年2月に日本の水資源機構(Japan Water Agency)により報告(ドラフト)された

「Supporting Investments in Water Security in River Basin (Financed by the Japan Special Fund)」では、カトマ

ンズ盆地内の水資源開発に関するスタディが行われ、マハデブ川でのダム開発提案に関する記述がある。 

 

 

2.5.3 対象案件の我が国の援助方針との整合性 (国別援助方針、水と衛生に関する拡大パート

ナーシップ・イニシアティブ、国際協力事業評価検討会(水道分野)報告書等) 

対「ネ」国の国別援助方針における重点分野の3つの目標のうちの一つ「持続可能で均衡のとれた経済

成長のための社会整備・制度整備」には、「運輸交通インフラの整備の遅れや、年々深刻化する電力及び

水の不足などの劣悪な都市環境は国民生活に深刻な影響を与えている。国民生活の改善に直結するよう、

環境、防災に配慮しつつ、運輸交通、電力などの社会基盤・制度整備を支援する。」との記述がある。対象

案件は、まさしく上述の援助方針と整合するものといえる。 

 

2.5.4 対象案件と第三国/国際機関による協力とのリンケージの必要性 

2.5.1に記述したように、メラムチ給水事業が進行するなか、カトマンズ盆地内での上水道整備計画が、他

の国際機関によって策定されつつある。プロジェクトの進行度合いと関連する計画を引き続き注視していく

必要がある。 

 

2.5.5 対象案件を第三国/国際機関が実施しない理由 

 「ネ」国政府は、国民の生活環境の改善と貧困削減を重要施策の一つに掲げ、上下水道の整備にも力を
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入れており、上水道分野において安全な水の安定供給を目指すとともに、すべての貧困者への給水サービ

スの提供を目標としている。対象案件については、日本の関係機関（水資源機構、本調査における厚生労

働省）が先行し、検討を実施してきている。 

 

2.5.6 その他 

 カトマンズ盆地内での上水道整備の支援に対して、一方では下水処理能力の不足や下水管網の未整備

が水環境の深刻な悪化をもたらしており、下水道の整備についても検討が必要である。現在、カトマンズ盆

地内には下水処理場が5箇所あるが、うち4箇所は稼働していない。ADBが下水処理場のリハビリテーション

を目的として、支援している。 
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第3章 指導する計画・プロジェクトに関する事項 

 

3.1 問題点の改善への取り組み方 

3.1.1 水道事業における問題点(国レベル)と対象案件との関係 

 水道事業が抱える国レベルの問題点の一つは、水道サービスのレベルが地域によって大きく異なること

である。カトマンズ盆地内では、急速な人口増加によって水需要量が大きく伸びているにもかかわらず、利

用可能な水源水量が十分に確保できていないため、市内のほとんどの区域で1日おきから1週間おきの給水

かつ時間給水が行われている。KUKLの資料（2013/2014年度）では、カトマンズ盆地内の浄水場能力の合

計は117,000m
3
/日、対して水需要量は360,000m

3
/日であり、243,000m

3
/日の供給不足が生じており、カトマ

ンズ盆地内の水源不足は深刻である。 

一方、メラムチ給水計画による水源開発は進行中であるが、KUKLは、バクタプール市への水源割り当て

の時期及びその可能性、さらにはメラムチ給水計画完了後の需要超過を懸念している。 

また、KUKLの水道事業の財政は厳しく、料金収入により既存施設の維持管理費用を賄うことが精一杯で

あり、収入に対して支出が超過しており、施設の抜本的な改善・改修にまでは手が回らないのが現状であ

る。 

こういった課題に対して、本プロジェクトは、バクタプールの水源確保、施設改善に資するものであり、

KUKLの抱える課題解決の方策として有力である。 

 

3.1.2 水道事業の現状及び飲料水供給における問題点と対象案件との関係 

 (1) 現状と問題点 

バクタプール市への給水は、市の給水人口の75%を占める東部地域がバンスバリ浄水場からの給水、西

部地域がマノハラ浄水場からの給水となっている。バンスバリ浄水場の水源はマハデブ川からの表流水であ

り、雨季が3日に2回、乾季が3日に1回の給水となっており、１回当りの給水時間も1～3時間と短く慢性的な

断水状態といえる。一方、西部地域は日本の無償援助により建設されたマノハラ川の浅井戸を水源とするマ

ノハラ浄水場及びボーデ深井戸群よりの給水となっているが、これらの上水の80%はカトマンズ市及びマデ

ィアプール市へ給水されるため、東部と同様に4日に1回の給水と慢性的な断水状態となっている。 

このため住民は上水道の給水時間にポリ容器などに水を貯め、次の給水までの間の食物・食器の洗浄用水

のみに利用している。洗濯用水には近傍の浅井戸から汲んだ水をタンクに貯留して利用しているが、飲料

水にはボトル水を購入せざるを得ない状況である。本案件は、こうした深刻な水供給を緩和し、首都圏を

構成する世界的な観光都市としての都市整備基盤を支える重要な役割を有するものである。 

(2) 水源水量 

 現状、乾季にはマハデブ川の全水量を取水しており、供給可能量は河川水量により決まっている。本案件

では乾季中の水源確保を目的に、ダムを建設することで雨季中の余剰水を貯留し、これらを乾季中に使用

することで給水量増加を図る。 

(3) 導水管 

 雨季での取水量は、導水管容量により制限を受けている。導水管の更新及び拡径により取水量の増加を

図る必要がある。 
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(4) 浄水施設 

 既存のバンスバリ浄水場は急速ろ過式の浄水場であるが薬品注入設備も無く、建設から40年以上が経過

しており老朽化が著しく、安定した水質を供給できる浄水場とはいえない。本案件では、既存施設を破棄す

る前提で、計画取水量に対応する浄水場を新設して対応する。 

 

3.1.3 協力の範囲 

本案件は、乾季の安定した水源確保のためのダム建設及び浄水能力増強、水質改善を目的とした上水

道施設を建設するもので、基本設計/詳細設計から施設建設までを協力の範囲とする。 

しかし、ダム建設では灌漑事業も含む多目的ダムとなり、設計から施工までには長い年数を必要とし費用

も高額となるため、ダム建設と上水道施設建設の2つに分けたものとする。 

また、上水道施設建設にあわせて担当職員の施設運営維持管理能力の強化を図る。 

 

3.1.4 協力の形態 

上水道施設については、日本政府の無償資金協力による施設の整備及びソフトコンポーネント/技術協

力プロジェクトを想定している。ダム建設については、日本政府の有償資金協力または当該国で水道整備

事業に関わっているADBやWBによる実施が考えられる。 

 

3.1.5 実施時期 

バクタプール市における給水時間は3日で数時間と逼迫しており、緊急性の高い案件であるが、ダム建設

の調査・設計から完成までは長期となる。一方、上水道施設の建設にはダムの基本計画が必要となるため、

上水道施設の設計と同時もしくは事前にダム計画に着手する必要がある。 

 

3.1.6 その他 

 ダムは多目的として水道水源だけでなく、灌漑用水及び水力発電の利用も計画している。よってダム計画

には河川、農業、電力、水道の関連部署が関わり、計画の実施に向けた関係機関での調整が必要となる。

また、ダム建設は長期間で建設費も高くなることから、事前の調査を要する。そこでカトマンズ盆地内での水

資源開発に係るマスタープランを策定し、マハデブ川ダム建設の合理性が認められる必要がある。 

 

3.2 案件の目的 

3.2.1 短期的目的 

 短期的目的としては、老朽化した導水管を布設替えし、導水能力を向上させ、より多くの浄水を配水する。

また、バンスバリ浄水場の機能が低下した機器を補修し、給水水質を向上させ、良好な状態を維持する。 

 

3.2.2 中・長期的目的 

 バクタプール市は、今後、人口増加に伴う水需要の増加が予想される。計画目標年次は2030年とし、計画給

水人口は111,300人、計画一日最大給水量（需要量）は20.7MLDとなり、うちバンスバリ浄水場からの配水区

では16.1MLDになると見込まれる。図3.2.1にバクタプール市とその中のバンスバリ配水区の水需要予測（一

日最大給水量）を示す。これより、中長期的目的では、ダム建設、取水施設の建設、導水管の布設替え、浄
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水場の建設及び配水管の拡張が対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2.1 バクタプール市及びバンスバリ配水区の水需要予測 

3.3 案件の内容 

3.3.1 計画の概要 

 本計画では水源開発が重要であることから、水源開発、バンスバリ浄水場増設計画を整理したものを表

3.3.1に示す。 

表3.3.1 水源開発及び浄水場増設 

 取水量1) 取水施設 導水管 浄水場能力 水需要量3) 

(一日最大) 雨季 乾季 

現在 

(2012年) 

マハデブ川 

4MLD 

 

マハデブ川 

2MLD 

 

マハデブ川

取水堰 

CI φ100 x 1本 

CI φ200 x 1本 

4MLD（既設） 13.4MLD 

計画年次 

(2030年) 

マハデブ川：4MLD 

ダム：4MLD 

合計：8MLD 

マハデブ川：2MLD 

ダム2):3MLD 

合計：5MLD 

マハデブ川

取水堰 

ダム（新設） 

ダム－取水堰 

DCIP ND300 x 1本 

取水堰－浄水場 

HDPE OD225 x2本 

8MLD（新設） 

(4MLD x 2系) 

16.1MLD 

1） ボーデ井戸からの配水はバクタプール市西側に配水されるため、バンスバリ配水区の水源に含めないこととした。 

2) ダムは水道水源、灌漑用水及びマイクロ水力発電(60kW)の機能を持つ多目的ダムである。 

3) バンスバリ配水区（東側）の水需要量 

バクタプール上水道改善計画の概要を図3.3.1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.1 バクタプール上水道改善計画 

8.0 MLD 
5.0 MLD 
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3.3.2 計画の内容・規模・数量 

バクタプール上水道改善計画での上水道施設は表 3.3.2に示すとおりである。 

 

表 3.3.2 提案される上水道施設 
 施設 規模・数量等 備考 

1 ダム 幅 164m x 高さ 40m 貯水量 80万 m3 

2 取水塔 直径 10m x 高さ 27m ダム内建設（固定式） 

3 導水管 ダム～既設取水堰：管径 300mm x 1,016m 

既設取水堰～浄水場：外径 225mm x 3,118m x 2 本 

管材：DCIP 

管材：HDPE 

4 浄水場（第 1 期） 浄水能力 4,000m3/日 フローは図 3.3.4に、施設

形状は表 3.3.3 に示す 5 浄水場（第 2 期） 浄水能力 4,000m3/日 

 

(1) 取水塔 

 取水塔は、ダム（貯水池）内に建設する固定式とする。取水塔（固定式）は、水位変化の大きい貯水池でも

計画取水量を安定して取水できることが特徴である。ゲート操作により選択取水が可能なため、比較的良好

な原水が得られる。図 3.3.2及び図 3.3.3にダムと取水塔の位置（案）及び取水塔の構造（案）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.2 取水塔とダムの位置（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.3 取水塔の構造（案） 
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(2) 導水管 

 導水管は、取水塔（ダム）から既設の取水堰までは、管径 300mm（管材：DCIP）、延長 1,016mの 1条管（1

本）とする。また、既設取水堰から浄水場までは、外径 225mm（管材：HDPE）、延長 3,118mの 2条管（2本）

とする。 

(3)バンスバリ浄水場拡張施設の施設計画 

1) 浄水施設の概要 

・浄水処理方式 ：急速ろ過法 

・排水処理方式 ：クローズドシステム（洗浄排水を着水井へ返送） 

・計画取水量       ：第１期工事、第２期工事 各々4,400 m
3
/日 

・浄水ロス  ：10％ 

・計画浄水量       ：第１期工事、第２期工事 各々4,000 m
3
/日（＝166.7 m

3
/h＝2.78 m

3
/min） 

 

2) 浄水フローの概要 

(a) 浄水フロー 

ダム内に建設する取水塔から最大 8,800m
3
/日の原水を取水し、バンスバリ浄水場の着水井へ導水する。

急速混和池にて凝集剤の注入及び急速撹拌を行う。フロック形成池にてフロックを成長させ、横流式沈澱

池により沈殿処理を行い、その後急速ろ過を行う。 

塩素は、酸化剤として着水井と沈殿処理水に注入できるようにし、配水残塩の調整のために後塩素の

注入も行う。 

(b) 排水処理フロー 

水資源が逼迫している状況から、水資源を有効に活用するためにクローズドシステムの採用を前提とす

る。急速ろ過の洗浄配水を排水池で受け、100％着水井へ返送する。沈殿排泥は、清掃時に天日乾燥床

へ排泥し、乾燥後場外へ搬出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.4 バンスバリ浄水場（新設）の浄水フロー 

 

着水井 急速混和池 フロック形成池 

横流式沈殿池 急速ろ過池 浄水池兼配水池 

前塩素 凝集剤 

中塩素 後塩素 
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3) 浄水場拡張計画 

バンスバリ浄水場の拡張計画では、浄水能力 8,000m
3
/日とし、2期に分けて建設する。1期は 4,000m

3
/

日の浄水場である。そこで次の事項を条件として、拡張計画を提案する。 

 1. 給水サービスを停止しないためにも、既設浄水場は稼働しながら施設を建設する。 

 2. そのために隣接用地を買収し、増設用地とする。周辺用地は田畑であり、住民移転は生じない。 

   ただし、用地取得費は「ネ」国負担となる。 

 3. 第 1期工事で隣接用地に浄水能力 4,000m
3
/日の浄水場を建設する。 

 4. 第 2期工事で既設施設を取り壊し、新設の浄水能力 4,000m
3
/日の浄水場を建設する。 

 

図 3.3.5に第 1期工事、図 3.3.6に第 2期工事の概略配置図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3.5 バンスバリ浄水場拡張（第 1期工事） 
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図 3.3.6 バンスバリ浄水場拡張（第 2期工事） 

 

4) 施設形状 

供給能力 4,000m
3
/日分の施設形状を表 3.3.3に示す。 

 

表 3.3.3 バンスバリ浄水場（新設）の施設形状 

施設 池数 形状寸法 実容量 

着水井 2 池 幅 1.2m×長 2.6m×深 3.0m 9.36m3/池 

急速混和池 2 池 幅 1.7m×長 1.7m×深 1.6m 4.62m3/池 

フロック形成池 2 池 幅 6.0m×長 6.4m×深 1.6m 61.4m3/池 

横流式薬品沈澱池 2 池 幅 5.5m×長 18.5m×深 3.0m 必要水路断面 7.65m2 

急速ろ過池 4 池（1 池予備） 幅 2.6m×長 3.8m ろ過速度 150m/日 

排水池及び返送ポンプ 1 池 5.0m×5.0m×3.0m 74.1m3 

天日乾燥床 2 床 幅 12.0m×長 6.0m×深 1.0m 必要面積 70.9m2 

浄水池兼配水池 2 池 幅 15.2m×長 30.0m×深 4.88m 2,225m3/池 

 

3.3.3 専門家派遣・資機材供与等の内容・規模・数量 

本案件完了後には、適切な上水道施設管理、特に浄水場の運転・維持管理が求められる。そこでKUKL

の運転・維持管理及び運営能力強化に係る技術協力支援を行う必要がある。主な技術支援は、浄水施設
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運転維持管理、水道事業経営強化、水道料金に係る住民啓発活動及び無収水削減支援を想定しており、

これらの専門家を派遣することを提案する。 

また、既存の浄水場には運転管理・水質管理に必要な水質試験機器はなく、適切な浄水場運営に必要

な水質試験機器も同時に整備することとする。試験機器は、毎日の水質管理に最低限必要と考えられる測

定項目（pH、色度、濁度、残留塩素）を測定できるものとする。 

 

3.3.4 概算事業費 

本案件で、「ネ」国側が算出したのはダム建設、小水力発電のみで、浄水場を含む上水施設の概算事業

費は算出していない。そこで、調査団によってプロジェクトスコープを定め、これに基づいて算出した概算事

業費を表 3.3.4に示す。また、本案件では、浄水場建設において 2期に分けて建設することから、第 1期と

第 2期の概算事業費をそれぞれ表 3.3.5及び表 3.3.6に示す。なお、用地取得費は含んでいない。 

表 3.3.4 バクタプール上水施設 概算事業費  

 概  要 概算工事費 

（千円） (USD) 

第 1 期 
供給能力 4,000m3/日 

ダム、取水施設, 導水施設, 浄水施設等 
4,299,000 35,899,000 

第 2 期 
供給能力 4,000m3/日 

導水施設, 浄水施設等 
852,700 7,123,000 

合計  5,151,700 43,022,000 

    1US$= 119.78 円（2015 年 3 月 4 日現在） 

表 3.3.5 第 1期バクタプール上水施設 概算事業費 

施設名 形状寸法等 数量 概算工事費 

（千円） (USD) 

ダム 幅 162m x 高さ 40m 1 式 3,402,000 28,403,000 

小水力発電 60kW 1 式 45,000 376,000 

取水塔 φ6.0m×高 28m 1 棟 80,000 668,000 

導水管 1 （ダム～取水堰）DCIP ND300 x 1 本 1,016m 46,000 385,000 

導水管 2 （取水堰～浄水場）HDPE OD225 x 2 本 3,118m 37,000 309,000 

着水井 幅 1.2m×長 2.6m×深 3.0m 2 池 4,500 38,000 

薬品沈澱池 急速混和池:幅 1.7m×長 1.7m×深 1.6m 

ﾌﾛｯｸ形成池:幅 6.0m×長 6.4m×深 1.6m 

沈澱池:幅 5.5m×長 18.5m×深 3.0m 

2 池 

2 池 

2 池 

45,000 376,000 

急速ろ過池 5.0m×5.0m×3.0m 4 池 54,000 451,000 

排水池 5.0m×5.0m×3.0m 1 池 8,500 71,000 

天日乾燥床 幅 12.0m×長 6.0m×深 1.0m 2 床 25,000 209,000 

場内連絡配管  1 式 24,000 201,000 

機械設備 ﾌﾗｯｼｭﾐｷｻｰ, 沈澱池排泥装置, ろ過設備, 薬注設備等 1 式 350,000 2,923,000 

電気･計装設備 中央監視, 流量計, 水位計等 1 式 130,000 1,086,000 

管理棟 管理室, 電気室, 薬注設備室 1 棟 35,000 293,000 

場内整備工 構内道路, 雨水排水施設等 1 式 10,000 84,000 

水質試験機器  1 式 3,000 26,000 

合計   4,299,000 35,899,000 
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表 3.3.6 第 2期バクタプール上水施設 概算事業費 

施設名 形状寸法等 数量 概算工事費 

（千円） (USD) 

導水管 3 φ200 2,500m 37,000 309,000 

薬品沈澱池 急速混和池:幅 1.7m×長 1.7m×深 1.6m 

ﾌﾛｯｸ形成池:幅 6.0m×長 6.4m×深 1.6m 

沈澱池:幅 5.5m×長 18.5m×深 3.0m 

2 池 

2 池 

2 池 

45,000 376,000 

急速ろ過池 幅 5.0m×長 5.0m×深 3.0m 4 池 54,000 451,000 

排水池 幅 5.0m×長 5.0m×深 3.0m 1 池 8,500 71,000 

浄水池兼配水池 幅 15.2m×長 30.0m×深 4.88m 2 池 164,000 1,370,000 

場内連絡配管  1 式 25,000 209,000 

機械設備 ﾌﾗｯｼｭﾐｷｻｰ, 沈澱池排泥装置, ろ過設備, 薬注設備等 1 式 350,000 2,923,000 

電気･計装設備 中央監視, 流量計, 水位計等 1 式 130,000 1,086,000 

場内整備工 構内道路, 雨水排水施設等 1 式 8,000 67,000 

既設構造物解体 既設浄水場 1,200m2 31,200 261,000 

合計   852,700 7,123,000 

 

3.3.5 その他 

 第1期にダム建設を予定しているが、建設には詳細な調査と関連機関との調整を必要とし、完成までには

長い年月がかかると予想される。よって時系列的に第2期での完成も考えられる。また、プロジェクト実施に

向けては詳細な調査を要し、物価上昇に伴う建設費の増加などが考えられる。 

本案件の上水道施設建設に際しては、「ネ」国側の責任でダム建設の基本計画を策定して住民理解を得

るよう、迅速な対応が必要である。 

 

3.4 サイトの状況 

3.4.1 位置(用地の確保、土地利用、汚染源となり得る施設等) 

貯水池（ダム）の建設予定地は、バグマティ川の支流であるマハデブ川上流部である。また、予定地はバ

ゲスウォリ保存林エリアであり、住民移転等の問題は少ないものと思われる。新規浄水場建設は、既存浄水

場内あるいはその近傍を予定地点として想定しているが、今後、その土地利用の状況も鑑み、詳細を検討

する必要がある。なお、汚水源についても今後、調査を行う必要がある。 

 

3.4.2 自然条件 

カトマンズ盆地の気候は、モンスーンの影響を受ける地方に位置し、はっきりとした雨季を有する亜熱帯

気候に分類される。年間降水量の約80％は雨季（6月～9月）の降雨によるものである。 なお、降水量は、

高度により異なり、盆地内の平坦部では、年間約1,900mm （年によりばらつきがあり、約1,000mm～

2,000mm）、一方山岳部では、約1,500mm～3,300mmである。 

 乾季（10月～5月）のうち、最も乾燥する月が11月であり、11月、12月、1月には、降雨日は、0～3日間のみ

となる。 

ナガルコットヘ向かう山岳アクセス道路の南側の渓谷が建設対象エリアとなる。（ナガルコットは、カトマン

ズ盆地内、ヒマラヤ山脈の展望地として有名な観光スポットである。） 
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3.4.3 アクセス 

バクタプール市は、首都カトマンズから東に12km、カトマンズ盆地の東端に位置するバクタプール郡の郡

庁所在地である。カトマンズ～バクタプール間の道路は、2011年に、日本政府による無償援助工事（2車線

から4車線への拡幅工事）が終了し、首都圏での慢性的な交通渋滞が緩和された。バクタプール市の市街

地からダム建設サイトまでは、ナガルコットまで通じる観光道路（舗装2車線道路）を利用することができ、アク

セスとしての問題はない。 

 

3.4.4 電力、通信手段 

【電力】 

「ネ」国では都市化が進んでおり、需要に対する電力供給が追いついておらず、慢性的な電力不足となっ

ている。電力は水力発電が中心であるため、雨季になれば多少停電時間が緩和されるが、それでも停電は、

建設プロジェクトの形成、施工の進捗の上で、大きな障害になっている。 今後の同国の電力事情の進展が

望まれている。 

【通信手段】 

 「ネ」国では、携帯電話市場が成長しており、2013年6月15日時点での加入者総数は1,893万3,229人で、

普及率は71.46%に達している。2011年末の普及率(50.2%)よりさらに21.26ポイント上昇した。一方、固定電

話市場は小さく、ネパール電気通信庁(NTA: Nepal Telecommunications Authority)によると、2013年6月現

在、固定電話加入者数は 85万 610人で、普及率は 3.21% となっている 。 （資料 ： ITU-World 

Telecommunication/ICT Indicators Database, June 2013） 

 

3.4.5 安全性 

「ネ」国の治安状況（外務省海外危険情報より）を図 3.4.1に示す。 

 
図 3.4.1 ネパール国内の地区別安全情報 
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3.4.6 その他 

【下水道の整備状況】 

カトマンズ盆地における下水道整備は、上水道整備とともに緊急の課題である。整備計画として、ADBに

よる借款『Kathmandu Valley Waste Water Management Project』 (ADB Loan No-3000) （第1ステージ 

2014年開始～第2ステージ 2018年終了）が進行中である。 
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第4章 指導する計画・プロジェクトの効果・インパクトに関する事項 

 

4. 1 案件実施の効果 

4.1.1 水道分野の現状に対する解決の程度について 

 水道分野の現状に対して3.3.1で計画した施設規模の実施による解決の程度を表4.1.1に示す。 

表4.1.1 案件実施による解決の程度（バクタプール市） 

No. 指標 単位 実施前 

(2013年) 

完了後 

(2030年) 

備考 

1 定住人口 人 83,600 101,300 バクタプール市全体 

2 流動人口 人 10,000 10,000 バクタプール市役所よりヒアリング 

3 給水人口 人 93,600 111,300 水道アクセス率100% 

4 普及率 ％ - 100% 2013年データなし 

5 給水件数(全体) 戸 9,846 11,699 公官庁45栓、個人9,801栓(2013年) 

6 給水件数(量水器付き) 戸 9,356 11,128 公官庁34栓、個人9,322栓(2013年) 

7 公共水栓数 箇所 203 0  

8 1日配水能力 ｍ3
/日 4,000 8,000 バンスバリ浄水場能力 

9 1日平均配水量 ｍ3
/日 2,897 7,273 2013-14年配水量データより 

10 1日最大配水量 ｍ3
/日 5,760 8,000 2013年11月27日データ 

11 1日平均給水量 ｍ3
/日 - 5,818 データなし、漏水率20%と仮定 

12 1日最大給水量 ｍ3
/日 - 6,400 データなし、漏水率20%と仮定 

13 無収水率 ％ 49 20 表5.3.1より 

14 職員数 人 56 (1,119) - ( )はKUKL全職員数 

 

4.1.2 飲料水供給における問題点に対する解決の程度について 

 2.1.5飲料水供給における問題点で示したように、バンスバリ配水区において水供給不足（＝一日最大水

需要量－配水量（乾季））は約12,000m
3
/日になる。2030年には水需要は16,100m

3
/日（一日最大需要量）に

達すると予想される。ダム建設、導水管・浄水場建設により一日最大配水量は8,000m
3
/日となり、供給量不

足は大幅に改善される。しかし、依然として約8,100m
3
/日の水供給不足が予想される。そのため、ボーデ配

水池からの配水量、すなわちメラムチ給水事業からの配水が望まれる。 

 

4.1.3 衛生関連並びに水系感染症に関する問題点に対する解決の程度について 

 バンスバリ浄水場から供給している水道水質は、表2.1.5に示すように水質27項目全てが「ネ」国飲料水水

質基準に適合している。水質簡易テスト（パックテスト）でもバンスバリ配水区の給水栓からは遊離残留塩素

が2mg/L（飲料水質基準では0.1-0.2mg/L）あることが確認された。今回の調査は乾季に実施したものであり、

水系感染症が増加する雨季の水質調査が必要である。 

水道施設の拡張・更新により供給水量不足を改善することは、井戸等を飲用水としている世帯へ水質基

準に適合した飲料水の使用機会を与えることとなる。また、需要者によるポンプ吸引が減少することで、配水

管での水質汚染の減少も期待できる。このことから、本案件は、水系感染症の問題改善にも寄与するもので

ある。 
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4.1.4 その他 

 水不足のギャップを緩和するには、水源確保及び浄水能力向上が必要であるが、一方で無収水削減も実

施しなければ、本案件の効果は最大限に発揮できない。バンスバリ配水区における漏水削減対策や老朽管

の布設替えも望まれる。 

 

4.2 案件実施のインパクト 

4.2.1 政治的インパクト 

対象エリアであるバクタプール市は、カトマンズ市等ともにカトマンズ首都圏を構成する。首都機能を担う

エリアへのプロジェクトとして本案件の政治的インパクトは大きい。「ネ」国にて、カトマンズ盆地内への人口

集中が、さらに顕著に進むなか、バクタプール市のステイタスはますます高くなっている。 

上下水道分野においても、盆地内、エリア間の格差のないバランスよい整備が求められており、案件が実

施されれば、政治的な大きなインパクトとなる。 

4.2.2 社会的インパクト 

上下水道分野の整備は、国家政策上、交通分野とともに、基礎インフラ部門の整備として最重要の課題

である。特に水分野は、保健・衛生面にも直接関連をもつテーマであり、社会的インパクトはきわめて大き

い。 

  

4.2.3 経済的インパクト 

カトマンズ盆地は、ネパール経済の中心であり、航空物資はいうまでもなく、陸上物資の集積地である。隣

国のインド、中国をはじめ、同国の経済を支える「モノ」が、日々流入している。 

また、定住人口に加え、業務・出張による滞在者、観光を目的とした滞在者は、流動人口（非定住人口）と

してカウントされ、「ヒト」の人数は実質膨大なものとなっている。これら「ヒト」、「モノ」の集まるカトマンズでの

上水道整備は、経済的にも大きなインパクトを持つものである。 

 

4.2.4 技術的インパクト 

「ネ」国内の水道事業における特徴は、その長い整備の歴史とともに、使用期間の限度が危惧される施設

を現在も運用し続けていることにある。したがって、新しい技術を導入した場合でも、旧来のシステムについ

ての運用技術は保有し続ける必要があり、維持管理者は、新旧あらゆる事象に的確に対応しなければなら

ない。施工のみならず、ソフトコンポーネント分野での教育、技術移転も併せて実施されることが肝要であ

る。 

 本案件は、技術的なインパクトとしての要素も十分含んでいる。 

 

4.2.5 外交的・広報的インパクト 

 日本、ネパール両国は、伝統的に友好関係にあり、政府開発援助（ODA）も様々な分野において実施され

てきた。本案件も、水分野における援助案件の一環として実現されれば、外交的・広報的インパクトは大き

い。 
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4.2.6 その他 

本案件は、カトマンズ盆地の水供給プロジェクトであり、現在施工中のメラムチ給水事業とも密接な関係に

ある重要案件である。他国ドナーとの協調により、スコープの分割（たとえば、「水源開発・取水」と「浄水・送

配水」を分けて検討）を行うことも選択肢として考えられる。 

 

 

第5章 指導するプロジェクトの妥当性に関する事項 

 

5. 1 主要な代替案との比較検討結果 

本案件に対する代替案はない。 

 

5.2 案件を実施した場合の組織的妥当性・持続性 

 KUKLに対して、以下に示す経営、施工及び維持管理における組織の能力評価は、「良：3、中：2、悪：1」

とし、それぞれの評価を表5.2.1～表5.2.4に示す。 

 

5.2.1 経営における組織の能力 

表5.2.1 経営における組織の能力(KUKL) 

問 題 点 
程度(良⇔悪) 

説  明 
3 2 1 

組織の活気     

・ 上部機関、上司任せになっていないか  ○   

・ あきらめ気分になっていないか ○    

上層部の姿勢     

・ 問題点を正確に把握しているか ○   施設の老朽化、収入・予算・人員不足を認識 

・ 将来ﾋﾞｼﾞｮﾝを持っているか  ○  JICA及び他ドナー（WB, ADB）に水道事業プロジ

ェクト実施を依存している 
・ 自助努力の考えがあるか  ○  

経営を独立して行う権限が与えられている

か 
   

水道事業では、複数のステークホルダー、関係機

関が関与している 

・ 組織を編成する権限  ○   

・ 職員の採用・配置の権限   ○ 職員不足、特に若手職員 

・ 契約締結の権限  ○   

・ 独立会計で収入・支出を決定する権限   ○ 赤字補填を政府より補助金で充当している 

水道使用者の管理を行う組織が確立して

いるか 
    

・ 使用者の情報管理  ○  手作業による管理のため、コンピュータ化が必要 

・ 料金請求、徴収の管理  ○  
2009年に水道料金請求システムが故障し、以降、

手作業で行っている 

会計情報を管理し、予算・決算・長期見込

みを作成できる組織が確立しているか 
    

・ 予算・決算・長期見込み  ○  支出に対して収入が少なく、2012年より赤字である 

・ 資材(材料)管理  ○  KVWSMBが、カトマンズ盆地内での上下水道施

設の所有者であり、運転維持管理をKUKLに委託

し、政策を策定、監督する ・ 資産(土地、施設、建物)  ○  

人事を行う組織が確立しているか ○   職員数とその構成を把握している 
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5.2.2 施工時における組織の能力 

表5.2.2 施工時における組織の能力(KUKL) 

問 題 点 
程度(良⇔悪) 

説  明 
3 2 1 

施工を統括する部課があるか  ○  
プロジェクト管理部はあるが、直接、施工を監理・

監督する部署はない 

その部課に十分な発言力・権限が与えられ

ているか 
○    

施工時に援助国任せにすることはないか  ○  援助国主導でのプロジェクト実施とないやすい 

自分たちが計画・設計・施工に参画したい

という積極性があるか 
○    

これまでに実施された類似案件の経験が

蓄積されているか 
 ○  知識・技術の蓄積が体系的でない 

 

5.2.3 維持管理時における組織の能力 

表5.2.3 維持管理における組織の能力(KUKL) 

問 題 点 
程度(良⇔悪) 

説  明 
3 2 1 

保守管理を統括する部課があるか ○   
水道施設の運転維持管理会社であるため、
部署は確立しおり、機能している その部課に十分な発言力・権限が与えられ

ているか 
○   

資機材を保管・供給するセンターがあるか ○    

資機材は整然と保管・供給されているか  ○   

修理を統括するセンター・修理工場がある
か 

 ○  10の支所があるが、修理を担うものではない 

これまでに実施された類似案件の経験が
蓄積されているか 

 ○  知識・技術の蓄積が体系的でない 

 

5.2.4 地域住民との関係 

ダム建設下流域の導水管路線及びバンスバリ浄水場の上流地域の住民の理解を得る事が必須である。

現在、当該地域はバンスバリ浄水場の配水区域外で上水道が整備されていないため、導水管からの原水

取り込みや湧水を生活用水としている。住民対策として、乾季の水環境改善となるダム建設のほか、配水区

域を拡張して当該地域へ給水区域を広げることも考えられる。 

 

5.2.5 その他 

浄水場の規模が拡大されるため、浄水場運転人員の確保・育成が重要であることを「ネ」国側に確認して

おく必要がある。 
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5.3 案件を実施した場合の財務的妥当性・持続性 

5.3.1 相手国側負担分の資金源 

相手国側負担分として、ダム建設については日本政府を含む融資によるものが考えられる。浄水施設建

設については日本の無償資金協力により実施することが考えられるが、相手国側負担工事として建設用地

の調達は「ネ」国政府予算で行うものと想定される。 

 

5.3.2 水道事業指標の現況 

KUKLより収集したデータに基づき、2013年での指標を表5.3.1に示す。 

表5.3.1 水道事業指標 

No. 水道事業指標(2013 年)     算定方式 単位 指標値 

1 有効率 ：年間総有効水量/年間総給水量 ％ 51.0 

2 供給原価 ：年間総水道料金/年間総有収水量 USD/m3 0.31 

3 給水原価 ：年間総水道経費/年間総有収水量 USD/m3 0.42 

4 職員 1 人当たり給水人口 ：給水人口/所属職員数 人 1,935 

5 職員 1 人当り有効水量 ：年間総有効水量/所属職員数 m3 /年 19,921 

注) 上表中の推定値 

年間総有収水量： 22,676,742 ｍ3
 (ﾛｽ40%, 料金未収15% で推定) 

年間総給水量 ： 44,464,200 ｍ3 

年間総水道料金：NRs. 672,659,000 (経費の75%) 

年間総水道経費：NRs. 896,879,000 (2013) 

給水人口   ： 2,160,000 人 (2013) 

所属職員数  ： 1,116人 (2013) 

  通貨換算レート：  94.38 NRs/USDと仮定 

 

5.3.3 財政収支の推移 

KUKLの財政収支は 2.1.4 5) に示したとおり2008年の設立より赤字が継続しており、KVWSMBに支払う

べき施設の使用料を猶予されている状況にある。赤字となる最大の理由は、水道料金の請求額(Billing)と

収入(Collection)の差によるものとなっている。 

 

5.3.4 財政収支の見込み 

KUKLは、財政収支の健全化に向けて以下の取り組みを行っている。 

・全給水栓及びメーターの状況確認 

・料金徴収システムのコンピュータ化 

・水道料金体系の見直し 

・旧配管の布設替えによる漏水の低減 

上記の取り組みに対して大きな費用が必要となるものについては、ADB及びWBなどの融資を依頼して

いる。 

水道料金体系の見直しを申請しているが、WSTFCの許可は得られていない。本案件は給水量を増加さ

せるものであり、財政収支の改善が期待される。 

 



- 39 - 

 

5.3.5 その他 

小水力発電を行うことにより、水道とならび「ネ」国の重要課題である電力不足の解消にも寄与する。 

 

5.4 案件を実施した場合の技術的妥当性・持続性 

5.4.1 相手国側の技術水準との整合 

本案件において計画される上水道施設は、貯水池（ダム）、浄水場、配水池、配管等であり、「ネ」

国にとって過去に実施経験を有するものであり、管理内容が大きく異なることはない。同国の技術

的水準で十分に対応可能であり、特段問題はない。 

 

5.4.2 要員の配置・定着状況 

本案件が実施され施設が完成した場合、システムを維持管理するため、職員の能力向上や増員は、

不可欠である。カトマンズ盆地内を管轄するKUKLは、現状でも、組織的な施設運転・維持管理活動

が実施されており、これら職員が機能的に活動することが期待される。 

 

5.4.3 施設/機材の保守管理状況 

施設・機材の保守管理については、従来の方法を継続することである。システム管理において新

しい方法が必要とされる場合には、ソフトコンポーネントとして技術移転を確実に行うものとする。 

  

5.4.4 その他 

ハード面の支援を行う一方、継続的に水道施設を運転維持管理及び経営していくためにも、ソフト面の支

援であるソフトコンポーネント、技術協力プロジェクトを実施することが望まれる。特に、浄水場運転管理、水

道事業経営強化、漏水対策及び住民啓発が必要と考えられる。 

  

5.5 環境への配慮 

5.5.1 見込まれる環境インパクト 

ダムの建設予定地は環境保護区域内に位置し、各種の法律及び関連省庁の定める環境影響調査及び

環境影響評価が必要である。工事中及び供用時の自然環境に対する留意項目としては、動植物の生態系、

大気・水質・土壌・河川底質の汚染・汚濁、騒音・振動、廃棄物などがあげられる。社会環境へのインパクトと

しては、住民移転・耕作地補償の事案は発生しないが、下流域に灌漑用水の取水口が存在するため、灌漑

用水への通水機能を考慮した設計にて対応する必要がある。 

 

5.5.2 環境影響の評価 

 本案件に関する環境・社会的影響の大きさを判断するため、以下のとおり整理した。 

第 1項 プロジェクトの内容 

1.1 以下に掲げるセクターに該当するプロジェクトかどうか。 

 ■YES  □NO 
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YESの場合、該当するセクターをマークする。 

 □鉱山開発 □工業開発 □発電(地熱発電を含む) 

 ■水力発電、ダム、貯水池  □河川と侵食管理 

 □送電線、変圧線、給電線  □道路、鉄道、橋梁 

 □空港  □港湾  ■上水道、下水・廃水処理 

 □廃棄物処理・処分  □農業(大規模な開墾、灌漑を伴うもの) 

 □林業  □水産業 □観光 

1.2 プロジェクトにおいて以下に示す要素が予定・想定されているかどうか。 

 ■YES  □NO 

ＹＥＳの場合、該当するものをマークする。 

 □大規模非自発的住民移転(規模：    世帯      人) 

□大規模地下水揚水(規模：    m
3
/年) 

■大規模埋立、土地造成、開墾(規模：    ha) 

■大規模森林伐採(規模：    ha) 

1.3 プロジェクト概要 

本報告書第 3章のとおり。 

1.4 どのようにしてプロジェクトの必要性を確認したかどうか。 

現地調査及び関係機関へのヒアリングによりプロジェクトの必要性を確認した。詳細は 2.1.4 バクタプ

ール市の水道事業の現状で記述する。 

1.5 要請前に代替案を考えたかどうか。 

  □YES 

 ■NO 

1.6 要請前に必要性確認のためのステークホルダー協議を実施したかどうか。 

  ■YES(F/S時に実施) □NO 

 YESの場合、該当するステークホルダーをマークする。 

□関係省庁 ■地域住民 □NGO  □その他 

第 2項 プロジェクトは新規に開始するものか、あるいは既に実施しているものかどうか。既に実施している

ものの場合、現地住民から強い苦情等を受けたことがあるかどうか。 

□新規  ■既往(苦情あり)  □既往(苦情なし) 
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第 3項 環境影響評価の法律またはガイドラインの名称 

プロジェクトに関して環境影響評価(EIA、IEE等)はネパール国の制度上必要かどうか。 

□IEEのみ必要 

■IEE と EIAの両方が必要 

□EIAのみ必要 (F/Sにおいて予備診断レポートが作成されている。) 

□その他 

第 4項  環境影響の評価が既に実施されている場合、ネパール国法制度に基づいて審査・承認を受け

ているかどうか。 

 □承認済み(付帯条件なし)  □承認済み(付帯条件あり) 

□審査中 ■手続きを開始していない   □その他(下水道については承認済み) 

第 5項 事業対象地内または周辺域に以下に示す地域があるかどうか。 

 ■YES  □NO 

 YESの場合、該当するものをマークする。 

■国立公園、国指定の保護対象地域及びそれに準じる地域 

■原生林、熱帯林の自然林 

□生態学的に重要な生息地(サンゴ礁、マングローブ湿地、干潟等) 

□国内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地 

□大規模な塩類集積あるいは土壌浸食の発生する恐れのある地域 

□砂漠化傾向の著しい地域 

□考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地域 

□少数民族あるいは先住民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは特

別な社会的価値のある地域 

第 6項 プロジェクトが環境社会影響を及ぼす可能性があるかどうか。 

 ■YES  □NO  □分からない 

第 7項 関係する主要な環境社会影響をマークし、その概要を説明する。 

 □大気汚染   □非自発的住民移転 

□水質汚濁   □雇用や生計手段等の地域経済   

□土壌汚染   ■土地利用や地域資源利用 

□廃棄物   □社会関係資本や地域の意思決定機関等の社会組織 

□騒音・振動   □地盤沈下 

□既存の社会ｲﾝﾌﾗや社会ｻｰﾋﾞｽ □悪臭 

□貧困層・先住民族・少数民族 ■地形・地質 
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□被害と便益の偏在  □底質 

□地域内の利害対立  □生物・生態系 

□ジェンダー   ■水利用 

□子供の権利   □事故 

□文化遺産   □地球温暖化 

□HIV/AIDS等の感染症  □その他 

 【関係する環境社会影響の概要】 

第 8項 情報公開と現地ステークホルダーとの協議 

環境社会配慮が必要な場合、JICA の環境社会配慮に関するガイドラインに従って、情報公開や

現地ステークホルダーとの協議を行うことに同意するかどうか。 

 ■YES  □NO 

 

5.5.3 その他 

ネパール政府の環境社会配慮ガイドラインでは、下表に該当するものがあれば環境影響評価(EIA)を実

施することとしている。本プロジェクトの場合、No.2, 3, 5, 8が該当し、EIAを実施する必要がある。 

表5.5.1 ネパール国での環境影響評価実施基準 

No. 該当内容 該当 

1 Collection of rain-water in an area of more than Two Thousand hectares and use of water sources 

(springs/wetlands) located within the same area.  

（2,000ha以上の面積を持つ雨水集水区域で、同じ区域で湧水/湿地を水源とする場合） 

なし 

2 Surface water sources with more than 1 cft. safe yield, and the use of its entire part during the dry season. 

（28.32L安全水量以上の表流水量で、乾季に全部もしくは一部を使用する） 

あり 

3 Water processing at the rate of more than Twenty Five liters per second.  

（25L/秒（＝2,160m3/日）以上の浄水量） 

あり 

4 Reaching of more than Fifty percent of the total aquifer for the development of underground water sources. 

（地下水源開発で帯水層から50%以上の揚水） 

なし 

5 Construction of more than 1 lm long water tunnel. 

（1km以上の水路トンネルの建設） 

なし 

6 Displacement of more than One Hundred persons for the operation of water supply scheme. 

（上水道計画で100人以上の移住を必要とする） 

なし 

7 Settlement of more than Fifty persons on the upper reaches water sources. 

（水源の上流に50人を超える集落がある） 

なし 

8 Supply of drinking water to a population of more than Twenty Thousand. 

（給水人口2,000人以上） 

あり 

9 Supply of drinking water to a population of more than One Hundred Thousand upon connecting of new sources. 

（新水源に対して100,000人以上の給水） 

なし 

10 Over mining of biologically or chemically polluted point and nonpoint sources or underground water sources that 

may be affected by them. 

（生物学的、化学的点源/非点源汚染の鉱業あるいはそれらに影響される地下水源を有する） 

なし 

11 Operation of multi-purpose project relating to sources of drinking wastewater which consumes the sources at the 

rate of more 25 liters per second. 

（流量25L/秒以上の飲料水源に関連する多目的プロジェクト） 

あり 

出典：Environmental Protection Rules, 2054(1997), Nepal 
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第6章結論 

 

6. 1 特記すべき事項 

特になし 

 

6.2 協力実施上注意すべき事項 

現在、上水道分野では、ADBが、カトマンズ盆地内の給水施設整備の他、セクター改革、地方都市部の

上下水道整備支援、都市環境改善を支援している。また、WBが、村落給水・衛生改善の支援を行ってい

る。 

本案件は、ダム建設と上水道施設整備をあわせて行う大型プロジェクトであり、日本政府の無償資金協力

のみでカバーできる規模ではなく、有償資金協力も念頭においたものとなる。このため、上記のドナーの動

向、特に、メラムチ給水事業及び関連した上水道整備工事の進捗も注視し、長期的かつ全体的な視点をも

って案件形成を進めていく必要がある。 

 

6.3 結論 

我が国の対「ネ」国国別援助方針（2012年4月）において、援助重点分野のひとつである「持続可能で均

衡のとれた経済成長のための社会基盤・制度整備」の中の開発課題として「社会・経済インフラ整備」を掲げ、

上水道を含む都市環境改善に取り組む方針が示されており、本案件は、同方針に合致する。 

本案件は、カトマンズ盆地内バクタプール市近郊にてダム建設を行うことでさらなる水量を確保し、かつ上

水道施設の整備を行い、水供給量増加及び水質改善を通じた給水サービス向上を図ることで同市住民の

生活環境改善に寄与するものである。 

 

 本案件では、以下の施設建設を提案している 

①ダム（幅164m×高さ40m、貯水量80万m
3） 

②取水塔(直径10m×高さ27ｍ ダム内建設（固定式）) 

③導水管（ダム～既設取水堰：管径300mm×1,016m、管材DCIP、既設取水堰～浄水場：外径

225mm×3,118m×2本、管材HDPE） 

④浄水場（第1期 浄水能力4,000m
3
/日、第2期 浄水能力4,000m

3
/日） 

 

6:4 所感 

本案件は、必要性・緊急性が明確であり、完成後の実施効果も対象都市だけでなく、周辺地域（カトマン

ズ盆地内）の発展にも裨益することから、プロジェクトとしての妥当性が高いと判断される。 

カトマンズ盆地における深刻な水不足を解消するための水源をどこに求めるかが重要な課題である。その

水源を盆地外に求めるメラムチ給水事業が現在進行中であるが、盆地内に潜在する水源をダム建設によっ

て開発する提案もなされている。（日本の水資源機構による調査報告（2012年）等） 

本調査は、後者の考えに基づいたものであり、盆地内の水源の有効性をベースにしている。 

プロジェクトのうちの上水道施設については、日本政府の無償資金協力による施設の整備及びソフトコン
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ポーネント/技術協力プロジェクトを想定しているが、今後も基礎的な調査を実施し、より確度を高めることが

望まれる。一方、乾季の安定した水源確保を主目的とするダム建設については、日本政府の有償資金協力

（円借款）または、当該国で水道整備事業に関わっているADBやWBによる実施が考えられる。 

 

カトマンズ盆地の水不足を大幅に改善するものとして、メラムチ給水事業の完成が待ち望まれている。し

かし、メラムチ給水事業による給水量増加も、カトマンズ盆地の水需要をすべて満たすものではない。本調

査結果が示すように、メラムチ給水事業の給水量と既存の給水量を合わせても将来の水需要量を満たせな

いことが危惧される。 

カトマンズ盆地の安定給水を検討するにあたっては、既存施設のリハビリテーション及び盆地内の水源開

発により、メラムチ給水事業を補完することも検討しなければならない。本調査対象は、既存施設改修により

水源水量の有効活用を図り、ダム建設により乾季の給水量増大を図るプロジェクトであり、メラムチ給水事業

を補完するものとして意義あるプロジェクトと思慮する。 

メラムチ給水事業完成後、KUKLは300万人以上の給水人口に24時間給水を行う事業体となる。給水量

の増加とともに増加・複雑化する業務にKUKLは挑戦することとなる。我が国の協力効果を持続させるため

には、この挑戦を成功へと導かなければならない。本調査で必要性を指摘する技術協力プロジェクトが、

KUKLの挑戦を支援するものとなることを期待する。 
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資料‐１ 現地指導作業日程 

 

日数 月／日               用         務 宿 泊 地 

１ 1/11（日） 成田発 → バンコク着 バンコク泊 

２ 
1/12（月） バンコク発 → カトマンズ着 

15:00 大使館 表敬訪問、 16:00 JICA ネパール事務所 表敬訪問  

 

カトマンズ泊 

３ 

 
1/13（火） 

09:30 カトマンズ盆地水道供給管理委員会(KVWSMB) および 

カトマンズ盆地水道会社(KUKL) 本部 打ち合わせ 

11:00 都市開発省 訪問 

12:30 カトマンズ盆地水道会社(KUKL)本部 打ち合わせ 

 

 

 

カトマンズ泊 

４ 

1/14（水） 09:30 バクタプール バンスバリ浄水場 現地調査（概要）・・・・・・・・・・・⑥ 

10:00 マハデブ川 ダム新設予定地 現地調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・･① 

12:30 マハデブ川 既設取水堰 現地調査 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・② 

16:20 バクタプール市役所 訪問 

 

 

 

カトマンズ泊 

５ 

1/15（木） 

 

10:00 バクタプール バンスバリ浄水場 現地調査（詳細） 

11:30 マハデブ川 既設取水堰からバンスバリ浄水場まで 既設配管 

    ルート現地調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・③④⑤ 

15:00 ボーデ配水池 現地調査・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑧ 

マノハラ浄水場  視察・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑨ 

  

 

 

カトマンズ泊 

６ 

1/16（金） 10:00 バクタプール市内 既設配水池（カトュンジェ配水池）現地調査・・⑦ 

11:00 マハデブ川 既設取水堰 現地調査(簡易流量測定）および 

    バンスバリ浄水場 現地調査（簡易流量測定） 

14:00 バクタプール市内 民家水栓、公共水栓 水質調査 

     同市内 小規模浄水場（ジャガティ浄水場） 現地調査 

 

 

 

 

カトマンズ泊 

７ 

1/１７（土） 10:30 スンダリジャル浄水場、発電施設 視察…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑪ 

11:30 メラムチ浄水場建設 現場視察 

および導水路トンネル坑口部 遠望・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・⑩ 

15:30 マハデブ川 既設取水堰近傍にて新規浄水場建設地点検討 

既設配管ルート上にて新規配水池建設地点検討 

 

 

 

 

カトマンズ泊 

８ 1/18（日） 

10:00 資料整理、中間報告書作成 

13:30 カトマンズ盆地水道会社(KUKL) 本部 打ち合わせ 

 

 

カトマンズ泊 

９ 

1/19（月） 9:00 JICAネパール事務所にて 大使館および JICA へ調査報告 

カトマンズ発 → バンコク着、          バンコク発 → 

 

 

機中泊 

1０ 
1/20（火） → 成田着  

 

 

 
※ 上表内の番号①～⑪は、要約に添付した「調査位置図」の①～⑪に対応する。 
 
 
 



 

資料‐2 面会者リスト 

 

所属 名前 
役職 

和名 英語名 

在ネパール 

日本国大使館 

小川 正史 特命全権大使 
Ambassador Extraordinary and 

Plenipotentiary 

星野 久史 一等書記官 First Secretary 

 横井 英治 二等書記官 Second Secretary 

JICAネパール

事務所 

藤井 智 次長 Senior Representative 

有馬 朋宏 所員 Representative 

緒方 隆二 水道政策専門家 Water Policy Advisor 

都市開発省 Mr. Ram Chandra Devkota 担当次官 

Joint Secretary, 

Water and Environment Division, 

Ministry of Urban Development 

 
カトマンズ盆地 

水道供給管理 

委員会 

Mr. Sanjeev Bickram Rana 常任理事 

Executive Director, 

Kathmandu Valley Water Supply 

Management Board (KVWSMB) 

カトマンズ盆地 

水道会社 
Mr.Chandra Lal Nakarmi 部長 

General Manager 

Kathmandu Upatyaka Khanepani Ltd. 

(KUKL) 

〃 Mr. Tilak Mohan Bhandari 技術マネージャー 

Manager 

Kathmandu Upatyaka Khanepani Ltd. 

(KUKL) 

〃 Mr.Gyanendra Bdr. Karki チーフ 

Chief, Water Quality Section 

Kathmandu Upatyaka Khanepani Ltd. 

(KUKL) 

バクタプール 

市役所 
Mr. Ram Mani Bhattarai 市長 

Executive Officer 

Bhaktapur Municipality 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



資料-3 収集資料一覧 

 

（1） カトマンズ盆地水道公社 『６周年 記念レポート 2013年』 

SIXTH ANNIVERSARY REPORT 2013年 

 KATHMANDU UPATYAKA KHANEPANI LIMITED (KUKL) 

 

（2） カトマンズ盆地水道公社 『カトマンズ盆地内の水供給の現況』 

CURRENT STATUS OF WATER SUPPLY IN KATHMANDU VALLEY 

(Presented by Mr.Tilak Mohan Bhadari, KUKL) 

 

（3） カトマンズ盆地水道公社 『マハデブ川 表流水水源開発計画』 

MAHADEV KHOLA RAIN WATER HARVESTING PROJECT 

(Presented by Mr.Tilak Mohan Bhadari, KUKL) 

 

（4） 水資源機構 『カトマンズ盆地 表流水による安定した水供給計画に対する投資』 

SUPPORTING INVESTMENTS IN WATER SECURITY IN RIVER BASINS 

(Financed by the Japan Special Fund) 

SUPPLEMENTARY STUDY 1, SURFACE WATER DEVELOPMENT IN THE 

KATHMANDU VALLEY, JUNE2012,  by JAPAN WATER AGENCY (JWA) 

 

 

 











































































































 

この印刷物は、「環境物品等の調達の推進に関する基本

方針」に基づき、本文に古紙パルプ配合率 70％以上、

白色度 70％±3%の用紙を使用しています。 


